
令和５年度第２回庄内地域保健医療協議会（庄内地域医療構想調整会議） 

 

 

日時：令和５年12月20日（水） 

    18:30～20:00（予定） 

    Ｗｅｂ会議 

 

次 第 

１ 開会 

 

２ あいさつ 

 

３ 会長・副会長の選任について 

 

４ 議事 

（１）在宅医療専門部会及び 

    病床機能調整ワーキングでの協議について（報告）・・・・・・・・【資料１】 

（２）庄内地域の医療機関の病床再編等について ・・・・・・・・・・・・【資料２】 

（３）地域医療構想の推進について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料３】 

（４）第８次山形県保健医療計画の策定について ・・・・・・・・・・・・【資料４】 

（５）山形県外来医療計画の策定について ・・・・・・・・・・・・・・・【資料５】 

 

４ その他 

 

５ 閉会  
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令和５年度第２回庄内地域保健医療協議会 出席者名簿 

 

 

《庄内地域保健医療協議会 委員》 

所属 役職・氏名 備考 

鶴岡地区医師会/ 
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山形県栄養士会酒田地域事業部 理事 森田 幸子  
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代理） 

地域包括ケア推進室長 齋藤芳 

酒田市 酒田市長 矢口 明子 
代理）健康課長 小田雅之 

   高齢者支援課長 杉山稔 

三川町 三川町長 阿部  誠 代理）健康福祉課長 鈴木武仁 

庄内町 庄内町長 富樫  透 
代理）保健福祉課 

主査兼保健師長 髙田美幸 

遊佐町 遊佐町長 時田 博機 代理）健康福祉課長 渡部智恵 

庄内保健所 所長 蘆野 吉和  

 

  



 

《関係者》 

所属 役職・氏名 備考 

鶴岡市立荘内病院 事務部長 佐藤 豊  

庄内余目病院 院長 寺田 康 事務部長 今井 聡 

 

《オブザーバー》 

所属 役職・氏名 備考 

山形県医師会 監事 阿部 正和  

 

《山形県》 

所属 役職・氏名 備考 

健康福祉部医療政策課 

課長補佐 後藤 幸英  

医療体制企画主査 菅原 彰一  

主査 鈴木 美穂  

主事 長谷川 彰吾  

病院事業局県立病院課 課長補佐（運営企画担当） 高梨 芳樹  

庄内総合支庁保健福祉環境部 保健福祉環境部長 佐藤 あゆみ  

 

保健企画課 

 

 

保健企画課長 杉山 純一  

地域保健主幹 阿部 浩子  

地域保健福祉課 地域保健福祉課長 菅原 貴久磨  

子ども家庭支援課 保健支援主幹 近野 睦子  

 



山形県地域保健医療協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１ 住民の健康を確保し、地域の特性や実情に即した保健医療の推進を図ることを目的と

して策定された地域保健医療計画の円滑な進行を図るほか、地域医療構想調整会議として

地域医療構想の達成の推進を図ることを目的に医療法第 30 条の 14 で規定する協議を行う

ため、山形県保健医療計画で定める二次保健医療圏ごとに、別表に掲げる地域保健医療協

議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

    

（協議事項） 

第２ 協議会は、次の事項について協議検討する。 

(1) 地域保健医療計画及び地域医療構想の進捗状況の把握、評価に関すること。 

(2) 地域保健医療計画及び地域医療構想の見直しに関すること。 

(3) 地域の病院・有床診療所が担うべき病床機能に関すること。 

(4) 病床機能報告制度による情報の共有に関すること。 

(5) 地域医療構想の達成を推進するための方策に関すること。 

(6) 地域の病院・有床診療所の開設・増床等に関すること。 

(7) 外来医療計画に関すること。 

(8) その他目的達成のため必要な事項に関すること。 

 

（委員） 

第３ 協議会は、それぞれ委員 50 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから知事が委嘱し、又は任命する。 

(1) 保健医療関係者 

(2) 福祉関係者 

(3) 学識経験者 

(4) 行政関係者 

(5) 医療保険者 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、年度途中で委嘱する場合又は委員

が欠けた場合における補欠の委員の任期は２年以内とし、補欠委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

 

（会長及び副会長） 

第４ 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を統括し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第５ 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

 

（専門部会等） 

第６ 協議会に、必要に応じ、専門的事項を調査検討させるために、専門部会やワーキング

を置くことができる。 

 

 



（庶務） 

第７ 協議会の庶務は、別表に掲げる総合支庁保健福祉環境部において処理する。 

 

（補則） 

第８ この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に必要な事項は、会長が別に定める。 

 

 

 

附 則 

この要綱は、平成３年２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成５年５月12日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２８年９月２９日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、令和元年１１月１日から施行する。 

 

  別 表 

 

二次保健  

医  療  圏  
地域保健医療協議会  

庶務担当総合支庁  

保健福祉環境部  

村山圏域  村山地域保健医療協議会  村山総合支庁  

最上圏域  最上地域保健医療協議会  最上総合支庁  

置賜圏域  置賜地域保険医療協議会  置賜総合支庁  

庄内圏域  庄内地域保健医療協議会  庄内総合支庁  

 



資料１

在宅医療専門部会及び病床機能調整
ワーキングでの協議について



１ 令和５年度在宅医療専門部会の開催

２ 内容の詳細

（１）庄内地域における在宅医療の拡充に係る取組みに
について

○ 県、市町、関係団体による在宅医療の拡充に係る
各種の取組みを共有し、更なる在宅医療の拡充に向
け、意見交換を行った。

（２）各市町における第9期介護保険事業計画の策定に
ついて

○ 各市町における第9期介護保険事業計画の策定状
況等について、各市町から説明のうえ協議を行った。

（３）第8次山形県保健医療計画案について

○ 第８次山形県保健医療計画案における「在宅医療
の推進」について、事務局から説明のうえ協議を
行った。

３ 主な意見等
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庄内地域保健医療協議会 在宅医療専門部会の開催状況

【日時】令和5年12月7日（木）18:30～20:00
ZoomによるWeb開催

【内容】（１）庄内地域における在宅医療の拡充に係る
取組みについて

（２）各市町における第9期介護保険事業計画の
策定について

（３）第８次山形県保健医療計画案について

（３）第８次山形県保健医療計画案について

訪問診療医が減る中で、力量のある医師、訪問看護師、ケ
アマネといった人材をどれだけ育てられるかが現場では重
要。在宅医療を、社会インフラとしてサポートしていく体
制を作っていく必要がある。

在宅でも、病院と同様にチーム医療が行われるようになる
中で、各専門職の質の向上が重要になってくる。

（２）各市町における第９期介護保険事業計画の策定について

介護保険事業計画においても、在宅医療における４つの場
面（退院支援、日常の療養生活の支援、急変時の対応、在
宅での看取り）の対応が重要。

元気なうちに、介護が必要になる前から介護のことを考え
てもらうことが大事。

介護施設と病院の空き状況を相互に共有することが円滑な
退院支援に重要。

（１）庄内地域における在宅医療の拡充に係る取組みについて

 病院と介護の連携が重要。Ｎｅｔ４Ｕやちょうかいネッ
トといった地域医療情報ネットワークを活用した、より効
率的な連携を図り、増え続ける高齢者に対応していかなけ
ればならない。

コロナ禍で滞っていた訪問歯科診療や医療と介護の合同研
修会の参加者等は増加傾向にある。引き続き、介護との連
携、多職種が連携した取組が重要。

食支援に係るパンフレットの作成等により、理解が広がっ
てきた。在宅での食支援や口腔ケア、リハビリは、今後更
に重要になってくる。



１ 病床機能調整ワーキングの開催

【日時】令和５年11月30日（木）18:30～19:40
ZoomによるWeb開催

【内容】（１）令和4年度病床機能報告について
（２）山形県外来医療計画について
（３）日本海総合病院の病床削減について
（４）庄内余目病院の新築移転について

２ 協議の内容

（１）令和4年度病床機能報告について
○ 令和4年度病床機能報告の結果を事務局から報告のうえ
協議を行った。

○ 非稼働病棟のある医療機関及び病床利用率が70％を下回
る医療機関の状況や対応について、関係医療機関の長から
説明のうえ協議を行った。

（２）外来医療計画について

○ 次期山形県外来医療計画案における地域において不足す
る外来機能について協議を行った。

（３）日本海総合病院の病床削減について

○ 日本海総合病院における病床削減及びこれに伴う不妊治
療施設への改修構想について、病院長から計画を説明のう
え協議を行った。

（４）庄内余目病院の新築移転について

○ 庄内余目病院の新築移転計画について、院長から計画を
説明のうえ協議を行った。
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庄内地域保健医療協議会 病床機能調整ワーキングの開催状況

３ 主な意見

（１）令和4年度病床機能報告について

 病床稼働率が70％を下回る医療機関からは以下の説明が
あった。
• 新型コロナウイルス感染症の専用病床としており、一定
程度の空きを確保していく必要があったため。

• 看護師不足により稼働できない病床がある。従事者の確
保を進めるとともに、将来像の検討を行っている。

• 少子化による分娩数の減少が影響しているが、時期に
よって患者が突然増えることもあり、今後の分娩数の状況
を見ながら対処していく。

• 複数の診療科が入った病棟のため、時期等による変動が
大きいもの。

（２）外来医療計画について

 意見なし

（３）日本海総合病院の病床削減について

 反対意見なし（引き続き地域医療構想の推進に積極的な役
割を果たすこととし了承）

（４）庄内余目病院の新築移転について

 反対意見なし（引き続き地域医療構想の推進に積極的な役
割を果たすこととし了承）

 今後増加する高齢者救急に係る三次救急病院のバックアッ
プ、通院患者以外も含めた地域全体の在宅医療の受入れや、
地域全体の要介護高齢者を念頭に置いた創傷ケアセンターの
取組に期待

 新型コロナウイルス感染症対応を踏まえると、新興感染症
に備え、一定程度の急性期病床は必要

 高齢者の肺炎や心不全等の救急患者は地域包括ケア病棟で
対応できる場合もあるので、他の病院との連携も必要



（別紙１）

令和４年度病床機能報告について

令和5年11月30日
庄内地域保健医療協議会病床機能調整ワーキング資料



１ 病床機能報告制度

病床機能報告制度とは、医療機関がその有する病床（一般病床及
び療養病床）において担っている医療機能を自ら選択し、病棟単位
を基本として都道府県に報告する制度

２ 病床機能報告の公表

都道府県知事は、医療法第30条の13第4項の規定により、病床機
能報告の結果を公表することとされており、本県では、県ホーム
ページ内で報告結果を公表しています。

高度
急性期

• 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて診
療密度が特に高い医療を提供する機能

急性期 • 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供する機能

回復期 • 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療や
リハビリテーションを提供する機能

• 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頸部骨
折等の患者に対し、ADLの向上や在宅復帰を目的と
したリハビリテーションを集中的に提供する機能
（回復期リハビリテーション機能）

慢性期 • 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
• 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意

識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は難病
患者等を入院させる機能

【令和4年度 病床機能報告の結果について】
https://www.pref.yamagata.jp/090013/kenfuku/iryo/byoin/
byoushoukinou/h27byousyoukinou.html

３ 本県における医療機能ごとの病床の状況

【許可病床の機能の状況】
各医療機関が自主的に選択した許可病床の機能の状況（R4.7.1時点）

【2025年（R7）の予定】
2025年時点の予定として、各医療機関が自主的に選択した機能の状況

（庄内圏域の病院における変更予定の内容）
【本間病院】急性期：▲54床、回復期＋54床（合計±0）
【庄内余目病院】急性期：＋42床、休棟：▲42床（合計±0）
【三川病院】慢性期：▲48床、介護保険施設等：48床（合計±0）

全体
高度
急性期

急性期 回復期 慢性期 休棟等

村山圏域 5,592床 417床 2,821床 908床 1,287床 159床

最上圏域 856床 5床 420床 218床 108床 105床

置賜圏域 2,030床 25床 813床 658床 492床 42床

庄内圏域 2,597床 185床 1,301床 594床 414床 103床

県計 11,075床 632床 5,355床 2,378床 2,301床 409床

全体
高度
急性期

急性期 回復期 慢性期 休棟等
介護
施設等

村山圏域 5,538床 429床 2,785床 908床 1,327床 53床 36床

最上圏域 725床 10床 379床 228床 108床 0床 0床

置賜圏域 1,869床 38床 687床 591床 493床 0床 60床

庄内圏域 2,585床 185床 1,270床 667床 366床 49床 48床

県計 10,717床 662床 5,121床 2,394床 2,294床 102床 144床

2

令和４年度病床機能報告の概要



令和４年度病床機能報告（庄内地域）

3

病床機能報告（R4.7 .1許可） ① 未使用病床（R4.7 .1） 病床機能報告（2025年7月:許可） ② 2025年の変更内容（許可ベース）　②-①

高度 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 高度 急性期 回復期 慢性期 休棟等 計 変更有 高度 急性期 回復期 慢性期 休棟等
介護施
設等

計 高度 急性期 回復期 慢性期 休棟等
介護施
設等

計

病院 日本海総合病院 酒田市 77 504 0 0 45 626 0 12 0 0 0 12 77 504 0 0 45 0 626 0 0 0 0 0 0 0

病院
日本海酒田リハビリテーション病
院

酒田市 0 0 79 35 0 114 0 0 0 1 0 1 0 0 79 35 0 0 114 0 0 0 0 0 0 0

病院 医療法人本間病院 酒田市　 0 54 54 50 0 158 0 1 1 0 0 2 ● 0 0 108 50 0 0 158 0 ▲ 54 54 0 0 0 0

病院 順仁堂遊佐病院 遊佐町 0 0 0 84 0 84 0 0 0 0 0 0 0 0 0 84 0 0 84 0 0 0 0 0 0 0

病院 医療法人徳洲会　庄内余目病院 庄内町 0 160 85 37 42 324 0 8 0 0 42 50 ● 0 202 85 37 0 0 324 0 42 0 0 ▲ 42 0 0

病院 鶴岡市立荘内病院 鶴岡市 108 403 10 0 0 521 6 18 0 0 0 24 108 403 10 0 0 0 521 0 0 0 0 0 0 0

病院 鶴岡協立病院 鶴岡市 0 65 88 46 0 199 0 15 28 2 0 45 0 65 88 46 0 0 199 0 0 0 0 0 0 0

病院 産婦人科・小児科三井病院 鶴岡市 0 41 0 0 0 41 0 9 0 0 0 9 0 41 0 0 0 0 41 0 0 0 0 0 0 0

病院 鶴岡協立リハビリテーション病院 鶴岡市 0 0 104 52 0 156 0 0 0 7 0 7 0 0 104 52 0 0 156 0 0 0 0 0 0 0

病院
鶴岡市立湯田川温泉リハビリ
テーション病院

鶴岡市 0 0 120 0 0 120 0 0 7 0 0 7 0 0 120 0 0 0 120 0 0 0 0 0 0 0

病院 医療法人社団愛陽会　三川病院 三川町 0 0 0 98 0 98 0 0 0 9 0 9 ● 0 0 0 50 0 48 98 0 0 0 ▲ 48 0 48 0

診療所 みやはらクリニック 鶴岡市 0 0 17 0 0 17 0 0 2 0 0 2 0 0 17 0 0 0 17 0 0 0 0 0 0 0

診療所 藤吉内科医院 鶴岡市　 0 19 0 0 0 19 0 0 0 0 0 0 0 19 0 0 0 0 19 0 0 0 0 0 0 0

診療所 たんぽぽクリニック 鶴岡市 0 0 15 0 0 15 0 0 13 0 0 13 0 0 15 0 0 0 15 0 0 0 0 0 0 0

診療所 阿部医院 鶴岡市 0 19 0 0 0 19 0 2 0 0 0 2 ● 0 0 19 0 0 0 19 0 ▲ 19 19 0 0 0 0

診療所 真島医院 鶴岡市 0 17 0 0 0 17 0 0 0 0 0 0 0 17 0 0 0 0 17 0 0 0 0 0 0 0

診療所 黒沢眼科医院 鶴岡市 0 10 0 0 0 10 0 10 0 0 0 10 0 10 0 0 0 0 10 0 0 0 0 0 0 0

診療所 福原医院 鶴岡市 0 4 0 0 0 4 0 1 0 0 0 1 0 4 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0

診療所 大井医院 酒田市 0 0 10 0 0 10 0 0 7 0 0 7 0 0 10 0 0 0 10 0 0 0 0 0 0 0

診療所 いちごレディースクリニック 酒田市 0 0 12 0 0 12 0 0 0 0 0 0 0 0 12 0 0 0 12 0 0 0 0 0 0 0

診療所 上田診療所 酒田市 0 0 0 6 0 6 0 0 0 6 0 6 0 0 0 6 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0

診療所 医療法人社団池田内科医院 酒田市 0 0 0 6 0 6 0 0 0 6 0 6 0 0 0 6 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0

診療所 眼科海野医院 酒田市 0 5 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0

診療所 丸岡医院 酒田市 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 4 0 4 0 0 0 0 0 0 0

診療所 村上医院 遊佐町 0 0 0 0 12 12 0 0 0 0 12 12 ● 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ▲ 12 0 ▲ 12

県計 632 5,355 2,378 2,301 409 11,075 12 437 205 143 359 1,156 0 662 5,121 2,394 2,294 102 144 10,717 30 ▲ 234 16 ▲ 7 ▲ 307 144 ▲ 358

村山地域 417 2,821 908 1,287 159 5,592 5 237 74 41 159 516 0 429 2,785 908 1,327 53 36 5,538 12 ▲ 36 0 40 ▲ 106 36 ▲ 54

最上地域 5 420 218 108 105 856 1 43 26 28 105 203 0 10 379 228 108 0 0 725 5 ▲ 41 10 0 ▲ 105 0 ▲ 131

置賜地域 25 813 658 492 42 2,030 0 81 47 43 37 208 0 38 687 591 493 0 60 1,869 13 ▲ 126 ▲ 67 1 ▲ 42 60 ▲ 161

庄内地域 185 1,301 594 414 103 2,597 6 76 58 31 58 229 0 185 1,270 667 366 49 48 2,585 0 ▲ 31 73 ▲ 48 ▲ 54 48 ▲ 12

所在市町
村

医療機関名
病院・診

療所
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資料２－１

庄内地域の医療機関の
病床再編等について



庄内地域の医療機関における病床再編等の予定

医療機関名 内容

日本海総合病院 病床の削減（R6工事予定）

庄内余目病院 近接地への新築移転（R9竣工予定）

※地域の協議の場（地域医療構想調整会議）での協議を要するものに限る

2



１ 病床の削減について

現在、日本海総合病院の許可病床は630床あり、このうち7階東病棟（45床）を廃止し、令和6
年度に不妊治療施設への改修を予定

２ 病床機能分化連携施設・設備整備費補助金の活用について

3

病床削減に係る地域医療構想に係る補助金の活用について

（１）病床機能分化連携施設・設備整備費補助金（地域医療介護総合確保基金（医療分）活用事業）について

地域医療構想の実現に資する計画である場合に、病床規模の適正化（機能転換を除く）に
伴い不要となる病棟・病室等を他の用途へ変更するために必要な改修に要する工事費又は工

事請負費について補助するもの

（２）地域保健医療協議会（地域医療構想調整会議）での協議について

この補助金を受けるには、事業計画が地域医療構想に沿うものであるか、地域保健医療協議
会（地域医療構想調整会議）での協議を経ていることが必要（※事前に病床機能調整ワーキン

グにおいて協議）

当該改修工事に係る経費について、病床機能分化連携施設・設備整備費補助金の活
用の意向が示されたため、地域の協議の場において協議を行うもの

※基準額：１床当たり3,406千円（補助率1/2）



地域医療構想の進め方について
（平成30年2月7日付け医政地発0207第1号・厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）（抄）

4

「医療機関の開設」に係る地域の協議の場における協議について

都道府県は、新たに病床を整備する予定の医療機関を把握した場合には、当該医療機関に対し、開設等の許可を待たずに、地

域医療構想調整会議へ出席し、①新たに整備される病床の整備計画と将来の病床数の必要量との関係性、②新たに整備される病

床が担う予定の病床の機能と当該構想区域の病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量との関係性、③当該医療機能を担う上

での、雇用計画や設備整備計画の妥当性等について説明するよう求めること。なお、開設者を変更する医療機関（個人間の継承

を含む）を把握した場合にも、当該医療機関に対し、地域医療構想調整会議へ出席し、当該構想区域において今後担う役割や機

能について説明するよう求めること。

（ア）全ての医療機関に関すること

ウ 新たな医療機関の開設や増床の許可申請への対応

１ 地域医療構想調整会議の進め方

〔関係者との協議〕

第三十条の十四 都道府県は、構想区域その他の当該都道府県の知事が適当と認める区域ごとに、診療に関する学識経験者の団体その

他の医療関係者、医療保険者その他の関係者との協議の場を設け、関係者との連携を図りつつ、医療計画において定める将来の病

床数の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の達成を推進するために必要な事項について協議を行うものとする。

２ 関係者は、前項の規定に基づき都道府県が行う協議に参加するよう都道府県から求めがあつた場合には、これに協力するよう努

めるとともに、当該協議の場において関係者間の協議が調つた事項については、その実施に協力するよう努めなければならない。

〔協議が調わない場合の措置〕

第三十条の十六 都道府県知事は、医療計画において定める地域医療構想の達成を推進するために必要な事項について、協議の場に

おける協議が調わないとき、その他の厚生労働省令で定めるときは、構想区域等における病床機能報告対象病院等の開設者又は管

理者に対し、都道府県医療審議会の意見を聴いて、病床の機能区分のうち、当該構想区域等に係る構想区域における病床の機能区

分に応じた既存の病床数が、医療計画において定める当該構想区域における将来の病床数の必要量に達していないものに係る医療

を提供することその他必要な措置をとるべきことを指示することができる。

医療法の規定（抄）
※庄内余目病院の新築移転は「新たな医療機関の開設」に該当
※事前に病床機能調整ワーキングにおいて協議







庄内余目病院 新築移転構想

令和5年12月20日

庄内地域保健医療協議会

資料２－３



【現病院での病床運用】

当院の開設許可病床数は324床だが、現在、５階西病棟（42床）に
ついては休棟となっており実稼働病床としては282床で運用している。

 

（現在の急性期病床、療養型病床の内訳） 

病棟名 病床区分 機能別区分 病床数 備考 

２階病棟 一般病床 急性期 ５０床  

４階西病棟 一般病床 急性期 ５０床  

５階東病棟 一般病床 急性期 ６０床  

５階西病棟 一般病床 急性期 ４２床 ※休床４２床 

３階西病棟 療養病床 慢性期 ３７床 医療療養病床 

３階東病棟 療養病用 回復期 ４５床 地域包括ケア病棟 

４階東病棟 療養病床 回復期 ４０床 回復期リハビリ病棟 

合計   ３２４床 （一般 202床、療養 122床） 

 



（１） 新型コロナウイルス感染症 クラスター発生時

2023年1月に院内で新型コロナ感染症のクラスターが

発生した際は、休棟中の５階西病棟を利用して、最大

15名のコロナ陽性患者の入院管理と隔離透析（入外）

を実施した。

【病床利用状況】



コロナ陽性者の入院受入により入院患者数が増加し、

2023年8月24日には稼働病床で最大260名の入院数となった。

（稼働率：稼働病床比92.2％、許可病床対比：80：2％）

（２）新型コロナウイルス感染症 5類以降

（直近 3か月の入院平均患延者数と稼働率） 

対象月 1日平均延患者数 稼働率（稼働病床比） 稼働率（許可病床比） 

2023年 7月 237.9人 84.6％ 71.1％ 

2023年 8月 247.0人 87.6％ 73.7％ 

2023年 9月 238.0人 84.5％ 71.2％ 

 



【休棟（休床）について】

（１） 院内クラスター発生時
新型コロナウイルス感染症の院内クラスター発生時は、

患者の隔離、感染病棟としての役割を果たした（前述）。

（２） 休床の理由
看護師不足が上げられる。現在の入院施設基準上の

看護配置は下記の通りとなっている。

１． 一般病棟（急性期） ： 10対 1配置  ３単位 （本来は 4単位） 

２． 回復期リハビリ病棟 ： 15対 1配置  １単位 

３． 地域包括ケア病棟  ： 13対 1配置  １単位 

４． 医療療養病棟    ： 20対 1配置  １単位 



【看護職員の雇用について】

現状の看護配置基準で休棟42床を開棟する場合の

看護師採用必要数は20人である。

看護職員雇用の促進（活動中）
離職防止の維持

離職率３．９％（2022年度）を維持する
職員の満足度を向上させる



先進医療ときめ細かい地域医療実現のために、
幸運の四つ葉のクローバーを育てます。











【病床整備計画】

現行の許可病床数（一般病床２０２床、療養病床１２２床）

を継承したケアミックス型病院の形態とする。

（新築移転後の病床内訳） 

病棟名 病床区分 機能別区分 病床数 備考 

ICU・CCU 一般病床 高度急性期 ２０床 ICU・CCU 

３階東病棟 一般病床 急性期 ４７床  

３階西病棟 一般病床 急性期 ４５床  

３階南病棟 一般病床 急性期 ４５床  

３階北病棟 一般病床 急性期 ４５床  

４階南病棟 療養病床 回復期 ４０床 回復期リハビリテーション病棟 

４階西病棟 療養病床 回復期 ４５床 地域包括ケア病棟 

４階南病棟 療養病床 慢性期 ３７床 医療療養病棟 

   ３２４床 
高度急性期 20床、急性期 182床 

回復期 85床、慢性期 37床 

 



【病床の必要性】

・高齢者二次救急患者の受け入れ

在宅医療、介護施設等からの高齢者二次救急の受入病院として機能していく上で
急性期病床（２０２床）は必要である。

当院はこれらの患者が、回復期医療を経て、慢性期、介護施設、在宅へ復帰する
「橋渡しの役目」を担う。

それにより、三次救急や高度先進医療を担う病院機能の維持につなげる。

（参考文献） 寺田康、高橋泰：救急現場の現状と問題点から急増する高齢者救急の在り方を考える。
病院82（6）：506－510，2023



【病床の必要性】

・在宅医療に必要な連携を担う拠点との協力

第8次保健医療計画における在宅医療・介護連携について庄内町と協力体制をとる。

従来より当院では在宅（訪問）診療を実施しているほか、関連４老健（徳田山、あかね、
余目徳洲苑、ほのか）、その他グループ外介護事業所の協力病院となっている。

・在宅医療において積極的役割を担う医療機関



【病床の必要性】

・ICU/CCUの機能整備

現状は建物構造上や人員配置の課題があり、一般病床の看護基準内
でICU（３床）/CCU（４床）を運営している。

診療機能としては日々、心臓血管外科、循環器内科、脳神経外科等
の救急や緊急手術対応もあるため、運用は厳しい状況となっている。

ICU/CCUの独立は必須であり、新病院では、構造、人員を整備する
ことでより安全な集中管理を実践する。



【今後の展望】

・庄内町開業医の閉院後の患者受け入れ

・難治性足潰瘍や足壊疽、感染性褥瘡などの慢性創傷診療

・地域のニーズに沿った診療科の充実

・ICU、CCUの施設基準取得

（現在、ICU3床、CCU４床で運営しているが施設基準外）



【医療法人徳洲会グループの建替実績（参考）】

75病院中 28病院が建替え完了済み 

松原 野崎 岸和田 八尾 南部 

福岡 宇治 藤沢（茅ケ崎） 大和 札幌 

羽生 札幌東 仙台 名古屋 千葉 

鹿児島 長崎北 中部 大隅鹿屋 湘南鎌倉 

千葉西 沖永良部 札幌南 二日市 横浜日野 

館山 和泉 生駒   

 

うち、過去 3年間の病院建替え実績（5病院） 

札幌南徳洲会病院 （令和 3年） 2021年 05月 31日 竣工 

鹿児島徳洲会病院 （令和 3年） 2021年 10月 31日 竣工 

仙台徳洲会病院 （令和 4年） 2022年 02月 28日 竣工 

館山病院 （令和 4年） 2022年 04月 15日 竣工 

横浜日野病院 （令和 4年） 2022年 12月 28日 竣工 

 



【医療法人徳洲会グループの建替実績（参考）】

今後の建替え予定病院 

喜界島徳洲会病院 （令和 6年） 2024年 07月 竣工予定 建設中 

徳之島徳洲会病院 （令和 7年） 2025年 07月 竣工予定 建設中 

日高徳洲会病院 （令和 7年） 2025年 08月 竣工予定 設計中 

東佐野病院 （令和 8年） 2026年 04月 竣工予定 設計中 

神戸徳洲会病院 （令和 8年） 2026年 04月 竣工予定 設計中 

与論徳洲会病院 （令和 9年） 2027年 01月 竣工予定 計画中 

庄内余目病院 （令和 9年） 2027年 09月 竣工予定 設計中 

 

 



資料３－１

地域医療構想の推進について
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医療機関ごとの具体的対応方針の変更状況
医療機関ごとの具体的対応方針について（一般病床・療養病床）
（「地域医療構想の推進に関する意向調査」令和４年度及び令和５年度調査結果より）

現状 具体的対応方針

令和４年（2022年）の機能別の病床数 令和７年（2025年）の機能別の病床数 令和９年（2027年）の機能別の病床数 将来（令和９年）を見据えた地域において自院が担うべき役割 将来（令和９年に）自院が持つべき診療機能
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他

具
体
的
な
内
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72
産婦人科・小児科三井病
院

0 41 0 0 0 41 0 41 0 0 0 0 41 41 0 41 0 0 0 0 41 41 ◎ ◎ ○

73
鶴岡協立リハビリテーショ
ン病院

0 0 104 52 0 156 0 0 104 52 0 0 156 156 0 0 104 52 0 0 156 156 ◎ ○ 現在の役割と大きく変わらない見込み ◎

74 ○ 鶴岡市立荘内病院 108 403 10 0 0 521 108 403 10 0 0 0 521 521 108 403 10 0 0 0 521 521 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

75 鶴岡協立病院 0 65 88 46 0 199 0 65 88 46 0 0 199 199 0 65 88 46 0 0 199 199 ○ ○ ○
在宅医療や高齢者医療に力を入れていきます。
地域包括ケア医療の中心的役割を担っていきま
す。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

76 ○
鶴岡市立湯田川温泉リハ
ビリテーション病院

0 0 120 0 0 120 0 0 120 0 0 0 120 120 0 0 120 0 0 0 120 120 ○ ◎ ②については、在宅患者の後方支援機能に限る ◎ ○

77 みやはらクリニック 0 17 0 0 0 17 0 17 0 0 0 0 17 17 0 17 0 0 0 0 17 17 ○
現在、急性期治療後に看取りの方針となった患者
を受け入れているが、今後対応は難しく、かかりつ
け患者の検査入院等がメインとなる予定である

○ 検査入院

78 ○
日本海酒田リハビリテー
ション病院

0 0 79 35 0 114 0 0 79 35 0 0 114 114 0 0 79 35 0 0 114 114 ◎ ○
日本海総合病院の後方支援病院として長期のリ
ハビリや療養が必要な患者を受け入れる。

○ ◎ ○

79 医療法人　本間病院 0 54 54 50 0 158 0 33 75 50 0 0 158 158 0 33 75 50 0 0 158 158 ◎ ○ ○ ○
地域包括ケア病床を増やしていきます。在宅療養
支援病院としても役割を強化していきます。

○ ○ ○ ○ ○

80 ○
地方独立行政法人山形
県・酒田市病院機構 日本
海総合病院

77 504 0 0 45 626 123 463 0 0 0 40 626 586 123 463 0 0 0 40 626 586 ◎ ○

当院は、三次医療救急を担う救命救急センターを
設置しており、重症患者の救急受入や、高度・専
門的な手術・治療等を担っているとともに、併せ
て、入院救急医療、初期救急医療も担っているた

◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

81
医療法人社団愛陽会　三
川病院

0 0 0 98 0 98 0 0 0 50 0 48 98 50 0 0 0 50 0 48 98 50 ○ ○ ◎ 医療療養病床の一部を介護医療院へ転換予定 ○ ○ ○ ○ ◎ ○

82
医療法人徳洲会　庄内余
目病院

0 160 85 37 42 324 0 202 85 37 0 0 324 324 0 202 85 37 0 0 324 324 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○

83 順仁堂遊佐病院 0 0 0 84 0 84 0 0 0 84 0 0 84 84 0 0 0 84 0 0 84 84 ○ ○

84 真島医院 0 11 0 6 0 17 0 11 0 6 0 0 17 17 0 11 0 6 0 0 17 17 ◎ ○ ○
肛門科のope、大腸がん検診の精
査での入院、その他の検査入院、
療養型（慢性期）の継続

85 たんぽぽクリニック 0 15 0 0 0 15 0 15 0 0 0 0 15 15 0 15 0 0 0 0 15 15 ○ 産婦人科診療に特化した軽症患者の受入を担う ○
産婦人科について流産手術、悪
阻治療、婦人科手術に伴う入院
機能を担う。

86 黒澤眼科医院 0 0 0 0 10 10 0 10 0 0 0 0 10 10 0 10 0 0 0 0 10 10 ○ ○ 眼科疾患に特化した機能を担う

88 藤吉内科医院 0 19 0 0 0 19 0 19 0 0 0 0 19 19 0 19 0 0 0 0 19 19 ◎ ○ ○

89 福原医院 0 4 0 0 0 4 0 4 0 0 0 0 4 4 0 4 0 0 0 0 4 4 ◎
眼科診療所のため、眼科関連（特に白内障手術）
以外の入院はない

すべてに対して当院が担うことは
ないと思われる

90 丸岡医院 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 4 0 4 4 0 0 0 0 4 0 4 4 ○ 外来医療を引き続き行います ○ ○ ◎

91 医療法人　海野医院 0 5 0 0 0 5 0 5 0 0 0 0 5 5 0 5 0 0 0 0 5 5 ○

92
医療法人社団　池田内科
医院

0 0 2 4 0 6 0 0 2 4 0 0 6 6 0 0 2 4 0 0 6 6 ○ ○
かかりつけ患者の対応必要時の
み

93 医療法人　大井医院 0 10 0 0 0 10 0 2 0 0 0 0 2 2 0 2 0 0 0 0 2 2 ◎ ◎ 手術のみの対応

94 いちごレディースクリニック 0 12 0 0 0 12 0 12 0 0 0 0 12 12 0 12 0 0 0 0 12 12 ○ ○

95 上田診療所 0 0 0 6 0 6 0 0 0 6 0 0 6 6 0 0 0 6 0 0 6 6 ◎ ○ ○ ◎

96 村上医院 0 0 0 0 12 12 0 0 0 0 12 0 12 12 0 0 0 0 12 0 12 12

185 1,320 542 418 113 2,578 231 1,302 563 370 16 88 2,570 2,482 231 1,302 563 370 16 88 2,570 2,482

208 614 698 551 2,071 208 614 698 551 0 0 2,071 2,071 208 614 698 551 0 0 2,071 2,071

▲ 23 706 ▲ 156 ▲ 133 113 507 23 688 ▲ 135 ▲ 181 16 88 499 411 23 688 ▲ 135 ▲ 181 16 88 499 411
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ン
策
定
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医療機関名

意向調査合計（A)

必要病床数（B）

差（C）（A-B）
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（検証・評価）
 病床の総数は2025必要量との差異が小さくなっているも
のの、病床機能別の病床数では依然として差異が生じてい
る。また、現在（令和５年12月）、圏域内において、公
立病院経営強化プランの作成作業が行われているところ。

 見直しの動きが一部であるものの、非稼働病棟や病床稼働
率が低い病床を中心に、将来の医療需要を見据え、引き続
き、医療機能の分化・連携の取組を進める必要がある。

 上記の検証結果を踏まえ、圏域の課題を解決するための年
度毎の目標について、令和５年度は「各医療機関の対応方
針の策定率を100％とする」こととする。

庄内構想区域の地域医療構想の進捗状況の検証・評価

2015
実績

2022
病床機
能報告

2025
意向
調査

2025
必要量

2027
意向
調査

総数 131.1 125.4 119.8 100 119.8

高度急性期 184.6 88.9 111.1 100 111.1

急性期 211.7 211.9 212.1 100 212.1

回復期 49.9 85.1 80.7 100 80.7

慢性期 107.4 75.1 67.2 100 67.2

休棟 - - - 0 -

2025必要量を100とした場合の数
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地域医療構想の進め方について
（令和4年3月24日付け医政地発0324第6号・厚生労働省医政局長通知）（抄）

 このうち公立病院については、病院事業を設置する地方公共団体は、2021年度末までに総務省において

策定する予定の「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」を踏ま

え、病院ごとに「公立病院経営強化プラン」を具体的対応方針として策定した上で、地域医療構想調整会

議において協議する。

公立病院経営強化の推進について
（令和4年3月29日付け総財準第72号・総務省自治財政局長通知）（抄）

地域医療構想と公立病院経営強化プランの関係について

 経営強化プランは、「地域医療構想の進め方について」（令和４年３月24日付け厚生労働省医政局長通

知）により、当該公立病院の地域医療構想に係る具体的対応方針として位置づけることとされていることも

踏まえ、地域医療構想と整合的であることが求められる。

 持続可能な地域医療提供体制を確保するためには、個々の公立病院が地域医療構想等を踏まえて、地域に

おいて果たすべき役割・機能を改めて見直し、明確化・最適化することが重要である。その上で、当該役

割・機能を果たすために必要となる医師・看護師等の確保と働き方改革、経営形態の見直し、新興感染症の

感染拡大時等に備えた平時からの取組、施設・設備の最適化、経営の効率化等に取り組むことで、病院経営

を強化することが必要である。

 各公立病院は、地域医療構想や今般の新型コロナウイルス感染症対応の経験などを踏まえて、地域の医療

提供体制において果たすべき役割・機能を改めて見直し、明確化・最適化することが必要である。このため、

地域医療構想等を踏まえた当該病院の果たすべき役割・機能について記載する。

6
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公立病院経営強化プラン策定の対象病院

病院名 公立病院経営強化プランの名称

鶴岡市立荘内病院 鶴岡市立荘内病院経営強化プラン

鶴岡市立湯田川温泉リハビリテー
ション病院

鶴岡市立湯田川温泉リハビリテー
ション病院経営強化プラン

地方独立行政法人山形県・酒田市
病院機構日本海総合病院

地方独立行政法人山形県・酒田市病
院機構第５期中期計画地方独立行政法人山形県・酒田市

病院機構日本海酒田リハビリテー
ション病院

※ 地方独立行政法人法に基づき設立団体が定める中期目標を基に、法人が作成する中期計画を公立病院経営
強化プランとするもの

※
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第８次山形県保健医療計画の
策定について

資料４－１



○ 医療計画とは、医療法第30条の4の規定により、都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県におけ
る医療提供体制の確保を図るために策定

○ 現在の山形県の医療計画である「第7次山形県保健医療計画」は、平成30度から令和5年度までの6年間を計画期間としており、令和6～
11年度を計画期間とする次期医療計画の策定が必要

１ 保健医療計画の位置付け

２ 次期計画の目標年度

３ 計画見直しの必要性

４ 計画見直しのポイント

５ 次期計画の策定組織

６ 検討体制

○ 本県の医療提供体制の確保（良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の
確保）に関する基本計画として、医療法の規定に基づき策定するもの。

○ 令和11年度

（１）６事業目の追加

（２）介護保険事業（支援）計画等の他の計画との整合性の確保

• 新興感染症発生・まん延時における医療を６事業目として記載。
• 予防計画との整合性を図りながら内容を検討していく。

• 病床の機能分化・連携に伴い生じる、在宅医療・介護の充実等の地域包括
ケアシステムの構築が一体的に行われるよう、県介護保険事業支援計画及
び市町村介護保険事業計画において掲げる介護の整備目標と、医療計画に
おいて掲げる在宅医療の提供体制が整合的なものとなるよう、地域保健医
療協議会（在宅医療専門部会）において必要な事項についての協議を行う。

• その他の関連計画についても整合性を図る。

○ 医療計画は、医療法第30条の６の規定により、６年ごとに見直しこととなっ
ている。

○ 山形県保健医療推進協議会において計画の見直しに関することを検討協議し、
計画案の策定に当たっては、特定事項について調査検討するため、山形県保健
医療推進協議会に部会を設置する。

○ 在宅医療と介護との連携、二次保健医療圏ごとの「地域編」については、地
域保健医療協議会において検討協議する。

保健医療推進協議会 地域保健医療協議会

医療専門部会

• 在宅医療、地域の特徴的な疾病対策等に
ついて検討

幹事会（庁内会議）

• ５疾病６事業や基準病床数等について検討

2

第8次山形県保健医療計画の策定について



第8次山形県保健医療計画の策定に向けたスケジュール

※現時点での予定であり、検討の進捗等により前後する場合があります。

3

県 山形県保健医療推進協議会
山形県保健医療推進協議会

医療専門部会
庄内地域保健医療協議会

庄内地域保健医療協議会
在宅医療専門部会

3月

4月

5月

6月
第1回開催（6/5）
◆計画策定の進め方

7月
第1回開催（7/31）
◆骨子案について

8月 骨子案とりまとめ
第1回開催（8/9）
◆計画の基本理念・方向

骨子案について意見照会
（8/24～9/4）

9月

10月
計画案作成
（各担当課）

第2回開催（10/10）
◆計画の骨子案について

11月

12月
第3回開催
◆計画案について

第2回開催（12/20）
◆計画案について

第1回開催（12/7）
◆計画案について

1月
パブリックコメント

第2回開催
◆計画案について

2月

3月 策定

作成指針提示（厚生労働省）

骨子案作成
（各担当課）

計画案とりまとめ

骨子案について意見照会



○ 現行の第７次山形県保健医療計画は、第１部総論、第２部各論、第３部地域編の３部で構成
○ 各地域保健医療協議会では、第2部各論のうち「在宅医療の推進」と、地域編について協議検討

参考）第7次山形県保健医療計画の記載事項

4

地域保健医療協議会の協議検討事項



 

 





 





 



 











 



 











第８次山形県保健医療計画（案）庄内地域編の概要

 山形県保健医療計画では、４つの二次保健医療圏（村山、最上、置賜、庄内）を設定し、地域の特性・課題に応じ、

関係者が認識を共有して課題の解決に向けた取組みを進めるため、圏域ごとに地域編を策定

 地域編の作成に当たっては、各地域保健医療協議会において協議・検討

 「在宅医療」については、各地域保健医療協議会に設置された在宅医療専門部会において協議・検討

地域編の趣旨

１ 医療提供体制
＜現状と課題＞

医療従事者 庄内地域の人口10万人当たり医師数、看
護師数は、県全体を下回る状況

医療従事者の確保と併せ、医療人材の資質
向上と人材確保が必要

医師・看護師を含む医療従事者の確
保・定着に向けた取組の推進

チームケアの強化や人材育成により、
持続可能な医療提供体制を確保

医療施設従事医師数
503人（R2）⇒553人（R8）

看護師等数（実人員）
3,886人（R2）⇒4,139人

医師や看護学生の実習の積極的な受入れ
医療機関や学校関係者と協力し、小中高生への学習
会やセミナーを通じ、医療従事者の魅力と理解を深
める取組の実施

救急医療 救急患者に占める軽症者の割合が高い
高齢者救急の増加が見込まれる中、救急告
示病院の負担軽減を図ることが必要

適正受診に向けた住民への普及啓発
と併せ、電話相談等による不安軽減
を推進

二次三次救急医療機関を受診
する軽症患者数の割合
77.7％（R4）⇒75.6％

休日夜間診療所等の救急医療の適正利用についての
啓発を実施

小児救急相談や大人の救急電話相談の利用拡大推進

医療連携 人口減少や高齢化が進む中、医療ニーズの
変化を踏まえ、介護施設を含めた地域全体
の連携強化は不可欠

地域医療情報ネットワークの積極的
利用を促し、医療と介護等との連携
を推進

地域医療情報ネットワークを
参照した件数
146万件（R4）⇒218万件

地域医療情報ネットワークの積極的な利用に向けた
取組を支援

新興感染症発生・ま
ん延時における医療

新興感染症の対応には、平時からの関係機
関の連携体制の構築が重要

関係機関との連携により地域ぐるみ
の感染症対応体制を構築

新興感染症等の発生を想定し
た訓練・研修会の回数
年2回（R5）⇒年2回

定期的な研修会を通じ、関係機関との連協強化を図
るとともに、医療従事者等の人材を育成

＜目指すべき方向を実現するための施策＞＜数値目標＞＜目指すべき方向＞

２ 地域の特徴的な疾病対策
＜現状と課題＞

がん対策 がんによる死亡率は全国・県平均を大きく
上回る状況

がん検診・精密検査受診率の向上が必要

がん検診受診率と精密検査受診率の
向上、喫煙率の低下と受動喫煙防止
向けた啓発活動の推進

肺がん検診受診率
48.0％（R3）⇒49.3％

精密検査受診率（肺がん）
84.2％（R3）⇒100％

喫煙率
15.6％（R4）⇒14.0％（R10）

特定健診受診率
52.9％（R3）⇒57.0％

市町との協働によるがん検診・精密検査受診率
の向上に向けた周知・啓発の実施

循環器病対策 脳血管疾患及び心疾患の死亡率は全国・県
平均を大きく上回り、発症・重症化予防に
は生活習慣の改善が重要

特定健診受診率は県平均より高いものの、
受診率の更なる向上が必要

食生活・運動・喫煙等の生活習慣の
改善を推進

特定健診受診率向上の取組を推進

市町、関係機関と連携し、食生活・運動・喫煙
等の生活習慣の改善に向けた啓発活動の実施

早期発見に向けた特定健診受診の啓発活動を実
施糖尿病対策

精神疾患対策 65歳以上の精神疾患患者の長期入院患者が
増加傾向にあり、地域移行・定着が課題

自殺死亡率は全国・県平均を上回って推移
しており、予防対策の推進が必要

円滑な退院調整に向けた地域支援体
制の整備と家族への支援を推進

地域における自殺対策に取り組む体
制整備を推進

精神病床における1年以上長期入
院患者数
363人（R4）⇒297人

自殺死亡率（人口10万対）
16.4%（R4）⇒15.6％

入院患者の地域移行の推進に向け、研修会の開
催等により、連携体制を充実・強化する取組を
実施

出前講座やゲートキーパーの養成を通じ、正し
い知識の普及啓発と周囲の見守り体制を整備

＜目指すべき方向を実現するための施策＞＜数値目標＞＜目指すべき方向＞

３ 在宅医療の推進
＜現状と課題＞

在宅医療の充実 今後予測される医療と介護の複合的ニーズ
を持つ高齢者の増加に対し、在宅医療を担
う人材の確保が最も重要な課題

医療的ケア児とその家族の個々の状況に応
じた支援体制の整備が必要

ニーズに沿った在宅医療体制の構築と
在宅医療に関わる人材の確保・育成を
推進

訪問看護師の人材育成等により医療的
ケア児や家族への在宅療養支援を推進

訪問診療の実施件数
2,903件/月（R2）
⇒3,757件/月（R8）

医師・看護師等の医療と介護の複合的ニーズを持っ
た高齢者に対応できる人材の確保と育成強化の取組
を推進

県医療的ケア児等支援センター等と連携した研修に
より、在宅療養を支える人材を育成

介護との連携 複合的ニーズを持つ高齢者の増加に対し、
医療・介護の多職種連携による支援が必要

医療と介護の多職種連携に基づく医療
と介護の連携体制の構築を推進

設定なし 多職種連携の強化を推進するとともに、市町による
在宅医療・介護連携の取組を支援

＜目指すべき方向を実現するための施策＞＜数値目標＞＜目指すべき方向＞

庄内地域編の
共通テーマ

◎団塊の世代が75歳以上の後
期高齢者となる2025年を迎
える中、今後増加する医療
と介護の複合的ニーズを持
つ高齢者への対応が必要

◎地域の医療提供体制を支え
る人材を育成するとともに、
病病連携、病診連携、医療
と介護の連携や、多職種連
携を進め、医療と介護の従
事者にとって魅力ある地域
とし、人材の確保を推進

◎市町や医療・介護の関係者
と連携し、持続可能な医療
提供体制の構築を進めると
ともに、各種取組みについ
て地域住民への啓発を推進

庄内地域編の構成

１ 医療提供体制
（１）医療従事者
（２）救急医療
（３）医療連携
（４）新興感染症発生・まん

延時における医療

２ 地域の特徴的な疾病対策
（１）がん対策
（２）循環器病対策
（３）糖尿病対策
（４）精神疾患対策

３ 在宅医療の推進
（１）在宅医療の充実
（２）介護との連携

※数値目標の目標年次は、特に記載がない場合は計画の終期（R11）と同じ

地域編策定の経過

《骨子案に係る協議》
• 第1回庄内地域保健医療協議会（7/31）
• 在宅医療専門部会書面照会（8/24～9/4）
《計画案に係る協議》
• 第1回在宅医療専門部会（12/7）
• 第2回庄内地域保健医療協議会（12/20）

各項目の現状と課題、目指すべき方向、数値目標及び目指すべき方向を実現するための施策 ※それぞれ主なものを抜粋

資料４－３
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第４節 庄内二次保健医療圏 

１ 医療提供体制                                 

《現状と課題》 

（１）医療従事者 

◆ 庄内地域に従業地を有する医師数（令和２年末）は、人口10万人当たり201.6人で

県全体の244.2人を下回っており、平成30年の数値との比較で格差が拡大していま

す。 

  診療科別に見ると小児科の勤務医が減少するなど、小児科、産婦人科、救急科の

いずれの診療科も県全体より下回っている状況です。 

◆ 令和５年度に厚生労働省が示した医師偏在指標において、庄内地域は、「医師少数

地域」と位置付けられています。 

◆ 庄内地域に従業地を有する歯科医師数は、人口10万人当たり63.8人で県全体の

63.5人と同程度の状況です。 

◆ 庄内地域に従業地を有する薬剤師数は、人口10万人当たり180.7人で県全体の

199.3人を下回っている状況です。 

◆ 看護職員（保健師、助産師、看護師、准看護師）数（常勤換算）は、人口10万人当

たり1,387.2人で県全体の1,368.4人を僅かに上回っていますが、看護師は同947.7人

で県全体の1,063.4人を下回っている状況です。 

◆ 持続可能な医療体制を構築するため、継続した医療従事者等の確保が必要となっ

ています。 

◆ 労働人口が年々減少する中、限られた医療資源を最大限活用するため、医療人材

の資質向上と育成が必要となっています。 

◆ 高齢化が一層進行し、医療と介護の複合的ニーズを抱えた超高齢者が増加してい

る中で、医療サービスが継続して提供されるとともに、医療機関と介護機関の連携

を意識した体制構築が必要となっています。 

人口10万対医療従事者数（総数） 

 医師 歯科医師 薬剤師 

山形県 244.2人 63.5人 199.3人 

庄内 201.6人 63.8人 180.7人 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」（令和２年末現在） 

 

人口10万対診療科別医療従事医師数（庄内） 

 総 数 小児科 産婦人科 救急科 

平成30年 190.1人 100.7人 34.8人 1.9人 

令和２年 191.7人 85.4人 41.3人 1.5人 

増 減 1.6人 ▲15.3人 6.5人 ▲0.4人 

山形県(令和２年) 229.9人 116.5人 52.9人 2.3人 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（各年末現在） 
※ 小数点第２位で端数処理、施設嘱託医等は含まれない 

※ 庄内地域の人口10万対比率算出に用いた人口は、県みらい企画創造部統計企画課「山形県の人

口と世帯数年報（各年の10月1日現在）」による（小児科は15歳未満人口、産婦人科は15歳～49歳

女性人口）。 

（別紙３） 
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人口10万対看護職員の状況[常勤換算数]（平成22年、令和２年の比較） 

   保健師 助産師 看護師 准看護師 合 計 

山
形
県 

平成22年 
44.9人 

(524.4) 

24.8人 

(290.4) 

814.4人 

(9,519.8) 

262.1人 

(3,063.7) 

1,146.2人 

(13,398.3) 

令和２年 
57.9人 

(618.1) 

32.0人 

(341.9) 

1,063.4人 

(11,357.7) 

215.1人 

(2,297.2) 

1,368.4人 

(14,614.9) 

庄 

内 

平成22年 
50.9人 

(149.8) 

19.2人 

(56.4) 

704.2人 

(2,068.6) 

381.1人 

(1,119.6) 

1,155.6人 

(3,394.4) 

令和２年 
58.8人 

(154.5) 

31.8人 

(83.6) 

947.7人 

(2,488.9) 

348.9人 

(916.2) 

1,387.2人 

(3,643.2) 

資料：厚生労働省「業務従事者届」から庄内保健所が作成、下段（）内は常勤換算の就業者総数 
※ 山形県の人口10万対比率算出に用いた人口は、総務省統計局「国勢調査人口等基本集計（各年

10月１日現在）」による。 

※ 庄内地域の人口10万対比率算出に用いた人口は、県みらい企画創造部統計企画課「山形県の人

口と世帯数（各年の1月1日現在）」による。 

 

（２）救急医療 

◆ 庄内地域における初期救急医療体制は、鶴岡市休日夜間診療所（南庄内）、酒田市

休日診療所（北庄内）及び日本海総合病院救命救急センター（北庄内）において、そ

れぞれ各地区医師会会員医師による診療を実施しています。医師会会員医師の高齢

化等により初期救急患者の受入能力が不足し、二次・三次救急における軽症患者が

増加しています。 

◆ 小児救急医療体制を確保するため、鶴岡市休日夜間診療所及び酒田市休日診療所

では小児科医が常駐して診療を実施しています。初期小児救急を担う小児科医師不

足・高齢化に加え、不要不急の受診により、初期小児救急の受入能力が不足し、二

次・三次救急において軽症患者を受け入れています。 

◆ 休日及び夜間に入院治療を必要とする救急患者のため、二次救急医療として６か

所の救急告示病院が対応しています。更に高度な医療機能を有し、24時間体制で地

域の重篤な救急患者に対応するため、日本海総合病院に三次救急医療を担う救命救

急センターが開設されています。二次・三次救急を受診した救急患者及び救急搬送

患者に占める軽症患者の割合が高いため、二次・三次救急の役割について住民への

啓発が必要です。 

◆ 高齢者の増加に伴い、高齢者の救急搬送の件数及び割合が増加しており、今後さ

らに増加が見込まれます。 

◆ 地域の救急医療については、鶴岡地区と酒田地区の救急医療対策協議会により関

係機関が連携して課題に対応しています。 

◆ 救急車による救急搬送人員は増加傾向にあり、急病、一般負傷の割合が高くなっ

ています。気管挿管や薬剤投与が実施可能な救急救命士の養成とプレホスピタルを

担う人材育成の推進が必要です。 

◆ 病院前救護におけるメディカルコントロール体制の整備のため、鶴岡地区と酒田

地区を統合した庄内地区メディカルコントロール協議会を設置しています。統合に

よる地域一体的なメディカルコントロール体制の機能の強化が課題となっていま

す。 

◆ 秋田県及び新潟県との協定によりドクターヘリの広域連携体制を整備していま
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す。症例検討を重ね、隣県ドクターヘリとの連携の強化が課題となっています。 

◆ 県内唯一の有人離島である飛島においてはオンライン診療も合わせた一次救急医

療体制が整備され、二次・三次救急医療が必要な場合には関係機関と連携した海上

搬送やドクターヘリにより対応しています。 

◆ 新型コロナウイルス感染拡大時、救急医療における地域の連携体制の構築が功を

奏し、病床の確保がなされたため、搬送困難事例なく対応することができました。 

 

人口10万対「急病」による救急搬送者の傷病程度状況（令和３年） 

 死 亡 重 症 中等症 軽 症 

山形県 92（3.7％） 336（13.5％） 1,057（42.5％） 1,001（40.3％） 

庄内地域 92（3.3％） 202（ 7.3％） 1,316（47.4％） 1,166（42.0％） 

資料：県「消防年報（令和４年版）」から庄内保健所が作成、（％）は構成割合 

 

庄内地域における「急病」による救急搬送に占める高齢者（65歳以上）の割合 

 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 

救急搬送人員数 7,221人 7,360人 7,678人 7,612人 6,896人 7,204人 

 うち高齢者数 5,286人 5,472人 5,754人 5,800人 5,306人 5,579人 

高齢者割合 73.2％ 74.3％ 74.9％ 76.2％ 76.9％ 77.4％ 

資料：県「消防年報（平成29年版～令和４年版）」から庄内保健所が作成 

 

（３）医療連携 

◆ 山形県地域医療構想における今後の人口減少を踏まえた推計による必要病床数

は、令和４年度病床機能報告における病床数と比較すると、急性期が過剰となる一

方で、高度急性期、回復期、慢性期が不足する見込みであり、高齢化による医療ニ

ーズの変化を踏まえ、各ステージに応じた医療を継続的に提供できる介護施設を含

めた医療提供体制の構築が重要です。 

◆ 地域医療情報ネットワークは、平成13年から南庄内において「Ｎｅｔ４Ｕ」が、

北庄内においては平成23年度から「ちょうかいネット」が運用を開始し、平成24年

には「Ｎｅｔ４Ｕ」が「ちょうかいネット」に参加したことで庄内二次医療圏全域

での連携が実現しています。 

◆ 地域連携パスは、北庄内において大腿骨頚部骨折、脳卒中、５大がん（肺がん・

胃がん・肝がん・大腸がん・乳がん）、前立腺がんの運用を開始、南庄内において

は、大腿骨近位部骨折、脳卒中、糖尿病、５大がん、急性心筋梗塞、認知症の運用

を開始し、脳卒中については、平成28年度から北庄内と南庄内で同一パスを運用し

ています。 

◆ 地域連携パスや地域医療情報ネットワーク等を通じた医療と介護の関係機関の情

報共有、連携体制の強化を図ることが必要です。 

  また、地域医療情報ネットワークへ参加する関係機関数や登録患者数は着実に伸

びているものの、情報共有、連携体制の強化には、関係機関の積極的な利活用が必

要です。 

◆ 鶴岡市立荘内病院は平成20年度に、日本海総合病院は平成24年度に「地域医療支

援病院」の承認を受けています。両病院には今後も継続して、地域連携パスの普及
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も含めた地域の医療機関との紹介・逆紹介による連携の促進や、高額医療機器の共

同利用促進など、医療連携への積極的な取組が期待されます。 

◆ 北庄内では、平成30年に日本海総合病院を中心とした「地域医療連携推進法人日

本海ヘルスケアネット」が設立され、参加法人間での人事交流、診療機能の集約化

などの連携推進業務を展開しています。 

  また、南庄内では、令和５年に鶴岡市立荘内病院、鶴岡協立病院及び庄内余目病

院による「鶴岡・田川３病院地域包括ケアパス」連携協定が締結され、引き続き医

療・介護連携体制について「病院完結型」から「地域完結型」への更なる転換が進

んでいくことが期待されます。 

◆ 人口減少や高齢化が進む中、地域全体での連携強化は不可欠であり、医療機関の

機能・役割について住民への周知・啓発に向けた取組が必要です。 

 

 

（４）新興感染症発生・まん延時における医療 

◆ 令和２年４月から令和５年５月７日までの間、庄内地域では新型コロナウイルス

感染症陽性者数は5.7万人を超え、この３年間において、当初から保健所・病院・地

区医師会・市町等の関係機関の連携体制を構築し、特に新規感染者が増えた第５波

（庄内地域では令和３年８月頃）以降は、病院及び地区医師会が全ての陽性者の診

療（電話診療を含む）を実施するとともに、入院が必要な場合には病診連携・病病

連携により保健所が介入せずに入院調整を実施する体制（庄内方式）を構築して対

応しました。 

◆ 関係機関との連携を図るため、オンラインを活用した協議の場をまん延時から定

期的に開催（５類移行後も継続）し、感染対策の検討や情報を共有しています。 

◆ 高齢者施設でのクラスターは、第６波（庄内地域では令和４年１月頃）以降、多

く発生しましたが、感染症専門班による早期の現地指導により施設からの入院は抑

制され、病床が常に確保されたことから搬送困難となる事例は１例もありませんで

した。 

◆ 新興感染症の対応には、福祉施設も含めた早期からの地域の連携体制と情報共有

体制の構築が重要です。また、新型コロナウイルス感染症の外来対応医療機関は少

しずつ増えていますが、更に増やすことが必要です。 

◆ 地域ぐるみの感染症対策のため、令和４年度に新興感染症だけでなく薬剤耐性菌

を含めた感染対策のプラットフォームとして「庄内ＡＭＲ等対策ネットワーク」を

設置し、日本海総合病院及び鶴岡市立荘内病院の感染対策地域合同カンファレンス

と連携しながら活発に活動しています。 

◆ 新型コロナウイルス感染症対応では、ＩＣＴが整備されておらず業務量が増大し

たため、新興感染症の発生・まん延に備え、ＩＣＴを活用した業務の効率化を図る

ことが大きな課題です。 

◆ 県は、新型コロナウイルス感染症の相談に関するコールセンターを早期に設置し

ましたが、住民からの多様な問合せや相談が医療機関や保健所に集中し業務の圧迫

を招きました。リスクマネジメントとして、住民への定期的な情報発信や電話相談

対応体制についての検討が必要です。 
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感染症対策関係の研修会等に参加した医療機関数 

研修会の名称（開催日） 医療機関数（割合） 

新興感染症等の発生を想定した合同訓練（R4.12.23） 29（12.6％） 

庄内ＡＭＲ等対策ネットワーク研修会（R5.2.28） 19（ 8.2％） 

新型コロナ５類移行に関わる研修会（R5.4.18） 44（19.0％） 

※医療機関の母数 病院：14、一般診療所217 令和５年３月31日現在［資料：庄内保健所調べ］ 

 

《目指すべき方向》 

（１）医療従事者 

○ 産科医、小児科医をはじめとした医師については、庄内地域が医師少数区域に該

当することから「医師の増加」を方針とし、医師の働き方改革の推進と併せて持続

可能な地域医療提供体制の確保を推進します。 

○ 看護職員については、「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」に基づく取

組を関係機関と連携して実施し、確保・育成及び庄内地域への定着を推進します。 

○ 医師や看護師以外の医療従事者（歯科医師、薬剤師、看護職員、歯科衛生士等）に

ついても確保・定着に向けた取組を一層推進します。 

○ 高齢者の医療と介護の複合的ニーズに対応できるよう、その病状に合わせた病院

間の連携、病院と介護施設の連携体制の構築を推進します。 

○ 医師が高い専門性を発揮できるようなチームケアを強化し、医師や医療従事者に

選ばれる魅力ある地域医療提供体制の構築を推進します。 

○ 持続可能な医療体制を確保するため、地域全体で医療従事者の人材育成に取り組

む体制の整備を推進します。 

○ 必要な医療サービスを継続して住民が受けられるよう、遠隔診療の活用も含め、

地域全体で医療をサポートする体制の整備を推進します。 

（２）救急医療 

○ 軽症患者の救急告示病院への集中緩和を図るため、住民の適正受診への理解と急

病時等の対応方法について普及啓発を推進するとともに、特に小児については、救

急電話相談や小児救急医療講習会等により保護者の不安軽減を図り、適正受診を推

進します。 

○ 高齢者の救急搬送増加に対し、救急医療機関のひっ迫を避け適切な医療を提供す

るため、医療機関間、介護施設等との相互連携を推進します。 

○ 高齢者自らの意思によらない救急搬送についての地域における共通認識の形成を

推進します。 

○ 救命率、社会復帰率の向上のため、プレホスピタルを担う人材育成及び気管挿管

や薬剤投与が実施可能な救急救命士の養成を推進します。 

○ 統合によるメディカルコントロール体制下での地域の救急医療体制の更なる強化

を図ります。 

○ 重篤な救急患者の迅速な搬送のためにドクターヘリの円滑な活用を推進します。 

（３）医療連携 
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○ 関係機関による、将来的に必要とされる、高度急性期・急性期・回復期・慢性期

の病床数に応じた機能分化と役割の明確化及び連携を促進します。 

○ 地域医療情報ネットワークや地域連携パスによる、関係機関間における患者情報

の共有を促進します。 

  また、介護関係施設を含む関係機関のネットワークへの登録、参加及び積極的な

利用を促進し、地域包括ケアシステムの構築に向けて医療・介護連携を推進しま

す。 

○ 地域医療支援病院や地域医療連携推進法人など関係機関の連携による「地域完結

型」医療及び地域包括ケアシステム構築に向けた取組を促進します。 

○ 医療連携に係る住民理解を促進します。 

（４）新興感染症発生・まん延時における医療 

［平時］ 

○ 関係機関との連携を強化し、地域ぐるみの感染症対応体制を構築します。 

○ 福祉施設では標準予防策や感染経路別対策を実施し、全ての高齢者施設において

は、必要な医療支援が行われる体制を構築します。 

○ 関係機関との感染患者に関する速やかな情報共有体制の整備やＩＣＴを活用した

業務の効率化を図ります。 

○ 医療従事者（診療所の医師や看護師、訪問看護師を含む）等の感染症対応の人材

育成及び連携体制を構築します。 

［初期対応］ 

○ 関係機関（県・保健所・病院・地区医師会・地区薬剤師会・警察・消防・市町・

市町教育委員会等）との合同連絡会議を設置し、情報共有及びまん延時に備えた体

制を構築します。 

○ 医療機関や保健所への相談集中による業務の圧迫を防ぎ、住民からの相談に対応

できるよう相談窓口の適切な運用を推進します。 

○ 感染予防対策や適切な受診等の正しい知識の普及啓発を推進します。 

［まん延時］ 

○ 入院治療可能な病床が確保され、病診連携・病病連携による入院調整を実施しま

す。年末年始等を含めた外来診療体制を構築します。 

○ 相談窓口の運用やオンライン診療により、自宅療養者の適切な療養環境の整備を

推進します。 

○ 高齢者施設において適切な感染対策が実施され、施設で対応するために必要な医

療支援体制（関係医療機関の医療支援、地域感染対策チームによる感染対策指導、

防護具の配置等）を構築します。 

 

  



7 

 

目 標 値 

項 目 現 状 
2024 

（R6） 

2025 

（R7） 

2026 

（R8） 

2027 

（R9） 

2028 

（R10） 

2029 

（R11） 

医療施設従事

医師数※１ 

503人 

(R2) 
－ － 553人 － － － 

看 護 師 等 数

（実人員）※２ 

3,886人 

(R2) 
－ － － － － 4,139人 

二次・三次救

急医療機関を

受診する軽症

患者の割合 

77.7％ 

（R4） 
77.1％ 76.8％ 76.5％ 76.2％ 75.9％ 75.6％ 

地域医療情報

ネットワーク

を参照した件

数（アクセス

数） 

1,460,925 

(R4) 
1,663,400 1,766,800 1,870,200 1,973,600 2,077,000 2,180,400 

新興感染症等

の発生を想定

した訓練・研

修会の実施回

数 

訓練1回 

研修会 

1回 

（R5） 

訓練1回 

研修会1回 

訓練1回 

研修会1回 

訓練1回 

研修会1回 

訓練1回 

研修会1回 

訓練1回 

研修会1回 

訓練1回 

研修会1回 

庄内ＡＭＲ等

対策ネットワ

ーク会議（研

修会）の開催

回数 

4回 

（R5） 
4回 4回 4回 4回 4回 4回 

※１ 山形県医師確保計画（令和○年○月）における目標値 

※２ 目標値については、令和２年の庄内地域の看護職員数（3,886人）に、令和２年の県全体の看護
職員数（15,639人）と第8次保健医療計画における目標年（令和11年）の県全体の供給推計値
（16,658人）を比較した割合（伸び率（1.065））を乗じて得た数。 

［医療施設従事医師数：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」（調査周期：２年）］ 

［看護師等数（実人員）：厚生労働省「業務従事者届」（調査周期：２年）］ 
［二次・三次救急医療機関を受診する軽症患者数の割合：庄内保健所調べ］ 

［地域医療情報ネットワークを参照した件数：県医療政策課調べ］ 

［新興感染症等の発生を想定した訓練・研修会の実施回数：庄内保健所調べ］ 

［庄内ＡＭＲ等対策ネットワーク会議（研修会）の開催回数：庄内保健所調べ］ 

 

目指すべき方向を実現するための施策 

（１）医療従事者 

・ 県は、医師（医学生を含む）や看護学生の研修並びに実習受入れを積極的に行うと

ともに、管内看護師等養機関への講師派遣を行い、医療従事者の養成に取り組みます。 

・ 県は、小・中学生、高校生に対し、医師や医療従事者等の魅力を伝え、また、進路

への理解を深めてもらうため、病院や管内学校関係者の協力を得て学習会やセミナー

を開催します。 

・ 県は、市町や地区医師会等の関係機関と連携し、医療機関間（介護施設を含む）や

医療従事者間の連携体制を構築するために、地域の関係者が主体的に行う研修会・意

見交換会の開催や人材育成の取組みを推進します。 
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・ 県は、市町や地区医師会等の関係機関と連携し、病床機能や医療機能の役割分担等

について、住民理解を促進するための啓発に取り組みます。 

（２）救急医療 

・ 県及び市町は、病院、医師会等の関係機関と連携し、住民に対して休日（夜間）診

療所等の救急医療の適正利用について啓発を行います。 

・ 県は、市町等の関係機関と協力し、住民に対して小児救急医療啓発講習会の開催や

「小児救急電話相談」及び「大人の救急電話相談」の利用について啓発を行います。 

・ 県は、高齢者の救急搬送増加に対し、メディカルコントロール協議会を活用した介

護施設等の関係機関との検討の場を設け、救急医療体制の維持に取り組みます。 

・ 県は、関係機関と協議の場を設け、高齢者自らの意思によらない救急搬送について

の地域における共通認識の形成を図ります。 

・ 県は、関係機関と連携し、救急救命士の技能向上のために、症例検討会を引き続き

開催するとともに内容の充実を図ります。 

・ 県及び市町は、救急医療の現状の問題点を明確にし、関係機関と連携して問題の調

整及び解決に取り組みます。 

（３）医療連携 

・ 県は、関係機関が協議する場を提供し、適切な病床数の確保に努めます。 

・ 県は、地域医療情報ネットワーク協議会による関係機関の地域医療情報ネットワー

クへの参加と積極的な利用に向けた取組みを支援していくとともに、「庄内地域入退院

ルール」の定着及び運用改善を図り、病院、診療所、介護施設等の連携を推進します。 

・ 県は、市町と連携し、地域医療情報ネットワークや地域連携パスなどの情報共有ツ

ールの利用促進を図り、地域の医療機関等の連携を支援します。 

・ 県は、市町や地区医師会等の関係機関と連携し、医療連携に係る住民への啓発を行

います。 

（４）新興感染症発生・まん延時における医療 

［平時］ 

・ 県は、「庄内ＡＭＲ等対策ネットワーク」による定期的な会議及び研修会を開催し、

関係機関との連携強化を図ります。 

・ 県は、「健康危機対処計画（感染症編）」を策定し、実効性の担保のための「新興感

染症等の発生を想定した訓練・研修会」を実施し、定期的な評価を実施します。同時

に、医療従事者（診療所の医師や看護師、訪問看護師を含む）等の人材育成及び連携

体制を推進します。 

・ 県は、高齢者施設等職員向けの研修会の開催や実地指導等により、施設内の標準予

防策の徹底や医療支援体制の構築を推進します。 

・ 県は、関係機関と速やかに情報共有できるＩＣＴを活用した仕組みを構築します。 

［初期対応］ 

・ 県は、関係機関（県・保健所・病院・地区医師会・地区薬剤師会・警察・消防・市

町・市町教育委員会等）との合同連絡会議を設置し、オンライン会議を含めた定期的

な会議により、まん延時に備えた対策を検討します。 

・ 県は、相談窓口の早期設置により、正しい知識の普及啓発を図り感染対策の実施や

適切な医療機関への受診を推進します。 
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［まん延時］ 

・ 県は、関係機関との合同会議及び実務者レベルの会議を適宜開催し、医療提供体制

等を検討します。 

・ 県は、病診連携・病病連携による入院調整の実施や、医療機関による自宅療養者へ

のオンライン診療等の在宅医療体制の整備を推進します。 

・ 県は、市町と連携し、感染予防や自宅療養、ワクチン接種等の適切な情報をあらゆ

る機会を捉え住民に発信します。 

・ 県は、高齢者施設等でクラスターが発生した場合は、関係医療機関による医療支援

や、感染症専門班の早期派遣による感染対策等の指導を実施し、施設内での対応を支

援します。 
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２ 地域の特徴的な疾病対策等                              

《現状と課題》 

（１）がん対策 

［がん予防］ 

◆ がんによる死亡率（人口10万対）は388.2と減少傾向にあるものの、依然として全

国平均306.6や県内平均366.8を大きく上回り、部位別がんによる死亡率は、胃がん・

子宮がんが微増しています。なお、肺がんの死亡率は減少傾向にあるものの69.1と

最も高く、県平均65.2を上回って推移しています。 

◆ がん検診受診率は県内平均と比較して概ね高い状況ですが、精密検査受診率はい

ずれも100％に満たず、子宮がん以外は県平均を下回っているため、精密検査受診率

向上が課題です。 

◆ がんによる死亡率低減のため、がん検診・精密検査の受診率向上に向けた周知・

啓発が重要です。また、喫煙率は県内他地域と比較して最も低い状況ですが、引き

続き禁煙支援や受動喫煙防止等の啓発活動の推進が必要です。 

◆ ウイルス（ＨＰＶ等）や細菌感染（ピロリ菌等）は発がんに大きく寄与する因子

であり、対策に向けた知識の普及・啓発が引き続き重要です。特に、子宮頸がんの

年齢調整罹患率は増加傾向にあり、ＨＰＶワクチン接種の継続的な呼びかけが必要

です。 

［がん医療］ 

◆ がんの早期発見・治療等切れ目のない、質の高いがん医療を提供するため、日本

海総合病院が「地域がん診療連携拠点病院」に、鶴岡市立荘内病院が「山形県がん

診療連携指定病院」に指定され、地域の医療機関と連携した取組を実施しています。 

◆ がんと診断された時から始まる患者及び家族への緩和ケアについては、南庄内地

域における「緩和ケア普及のための地域プロジェクト」を契機に庄内全域での医療

関係者合同の研修会・勉強会などが定期的に開催されています。進行したがん疾患

の在宅医療も実施されていますが、病院医師や住民の理解は十分ではなく、切れ目

ない緩和ケアの地域提供体制の充実が必要です。 

◆ 鶴岡市立荘内病院における国立がん研究センターとの遠隔手術サポートシステム

の共有化等の取組により、他地域施設とのがん医療における連携が開始しています。

今後、地域内施設及び地域外施設との様々な連携強化が課題となっています。 

◆ がん治療中・治療後の生活の質の向上にはリハビリテーションや栄養指導が重要

であり、病院内・地域内で多職種が連携し、継続したチーム医療体制の構築が必要

です。 

［がんとの共生］ 

◆ 日本海総合病院及び鶴岡市立荘内病院は「がん相談支援センター」を設置し、病

院外には県が「山形県がん総合相談支援センター庄内支所」を設置し、医療だけで

はなく、生活や就労など様々な支援体制を整備しています。また、鶴岡市立荘内病

院には、国立がん研究センター東病院と連携した「がん相談外来」が設置されてお

り、今後も住民への相談支援や情報提供の強化は継続的に必要です。 

◆ 患者や家族等への情報提供や交流の場となる患者会やサロンは、鶴岡市立荘内病

院の「ほっと広場」や日本海総合病院の「がん患者・家族まなびあい」等が定期的に

開催されており、感染症対応のため一時停止した活動の再開が期待されています。 
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◆ 緩和ケアや患者支援は、拠点病院等が中心となって地域の医療機関と連携して取

り組んでいますが、地域全体でのケア体制整備に向け、住民への周知・啓発が必要

です。 

◆ 進行した患者の在宅療養は、地域全体で少しずつ広がっていますが、早期の在宅

への移行には住民への更なる啓発が必要です。 

◆ 働く世代の就労や小児・ＡＹＡ世代の教育など、がん患者及び経験者に対する切

れ目ない支援を行うため、在宅療養の環境整備が必要です。 

◆ 高齢のがん患者には、身体的状況や社会的背景などに合わせた様々な配慮が必要

であり、また、家族等の負担が大きくなるため、家族等に対する早期の情報提供や

相談支援等が必要です。 

（２）循環器病対策 

◆ 脳血管疾患の死亡率は減少傾向ですが、全国平均を大きく上回っており、心疾患

の死亡率は増加、かつ全国平均を大きく上回る状況です。 

◆ 脳血管疾患・心疾患の危険因子として、高血圧、糖尿病、脂質異常症、喫煙などが

あり、発症の予防・重症化予防には栄養・食生活や運動など関連する生活習慣の改

善や適切な治療に繋げることが重要です。 

◆ 医師が速やかに循環器疾患を判別できる心電図伝送システムを導入しており、今

後更なる活用が重要となっています。 

（３）糖尿病対策 

◆ 糖尿病をはじめとする生活習慣病の予防に向け、食生活、運動、喫煙等の生活習

慣の改善（一次予防）及び早期発見に向けた健（検）診受診（二次予防）の啓発が重

要です。また、糖尿病と歯周病には密接な関係があり、予防・重症化予防の観点か

らも適切な口腔ケアや定期的な歯科健診などが重要となるため、継続した周知・啓

発が必要です。 

◆ 特定健診受診率は県平均より高いものの、引き続き市町等関係機関と連携し、受

診率向上に向けた周知・啓発が必要です。 

◆ メタボリックシンドローム該当者及び予備軍の割合は県平均を下回っていますが

横ばいの状況が続いており、糖尿病をはじめとする生活習慣病予防のため、今後も

減塩・野菜摂取などの栄養・食生活や運動など関連する生活習慣の改善に向けた周

知・啓発の継続が必要です。 

◆ 新規透析患者は減少傾向にありますが、糖尿病重症化は慢性腎臓病さらには人工

透析等へつながる恐れがあるため、糖尿病の重症化予防の強化に向け、関係機関と

協力した支援体制の整備が必要です。 

 

疾患別粗死亡率（人口 10万対） 

 令和元年 令和２年 令和３年 

庄内 山形県 全国 庄内 山形県 全国 庄内 山形県 全国 

悪性新生物 404.4  369.3 304.2  388.2 366.8 306.6 419.4 368.7 310.7 

心疾患 219.9  226.4 167.9  238.6 224.3 166.6 263.3 243.1 174.9 

脳血管疾患 138.9  139.7 86.1  130.2 135.7 83.5 128.7 124.4 85.2 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、県健康福祉企画課「保健福祉年報（人口動態統計）」 
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庄内地域の部位別がん死亡率（人口10万対） 

 胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮がん 

令和３年 58.2 56.3 83.3 13.1 6.9 

令和２年 64.9 51.2 69.1 12.6 9.2 

令和元年 58.0 53.8 77.2 16.2 7.5 

資料：県健康福祉企画課「保健福祉年報（人口動態統計）」 

（４）精神疾患対策 

◆ 庄内地域の精神障害者保健福祉手帳の所持者数は令和４年度末で1,660人、障害者

自立支援医療(精神通院)受給者数は3,186人となっており、年々増加傾向にありま

す。 

◆ 庄内地域の精神病床を有する病院の精神病床数は、令和５年４月現在４病院649

床、精神科診療所数は９診療所となっています。また、精神科救急医療施設として、

県立こころの医療センターが受入体制を整備し、休日・夜間に緊急医療を要する精

神疾患患者の診察・治療を行っています。 

◆ 精神科専門外来として、児童・思春期、うつ病、依存症、認知症などが設置されて

おり、専門の医師による診断・治療を提供しています。 

◆ 児童・思春期精神疾患のうち、発達障がいに関する検査・診断ができる医療機関

は限られており、初診待機期間の短縮が課題となっています。庄内地域では医療と

行政、福祉、保育、療育、教育等の関係機関による療育連絡会を通じて地域連携支

援体制が構築され、地域課題解決に向けて継続して取り組んでいますが、発達障が

いへの理解・啓発を更に強化するとともに、早期に必要な医療・療育訓練が受けら

れる支援体制の更なる充実が必要です。 

◆ 認知症患者が増加傾向にあり、早期治療・早期対応できる体制が整備されつつあ

る一方で、入院した認知症患者の退院調整が困難な事例も目立ってきており、地域

支援体制充実に向けた社会資源の確保・整備、認知症患者家族への支援の充実及び

住民への啓発が必要です。 

◆ 保健所や市町において精神科医や相談員による精神保健福祉相談、ひきこもり相

談窓口が設置され、身近な日常生活圏域における相談対応の取組を実施しています。

精神疾患に関する正しい知識の理解啓発の継続や、早期に適切な医療を受けられる

平時の相談体制の充実を図り、住民の心の健康づくりの一層の推進が必要です。 

◆ 庄内地域の精神科病院入院患者のうち、１年以上の長期入院患者数が全入院患者

の約半数で横ばい状態ですが、長期入院中の65歳以上の患者数は令和元年から令和

３年までの間、わずかに増加傾向にあり、精神疾患患者の地域移行・定着は依然と

して大きな課題となっています。 

◆ 精神疾患患者の地域移行・定着に向け、患者の意向やニーズに応じた医療・障が

い福祉・介護サービスが切れ目なく受けられるよう、関係機関において、入院後早

期から退院後生活に向けた環境整備や支援調整を実施していますが、重層的支援を

効果的に行うための情報共有をはじめとする連携支援体制の更なる充実が求められ

ています。 

◆ 精神疾患患者を受け入れるグループホームや高齢者施設は少しずつ増加していま

すが、更なる受入先の確保や、精神科訪問看護や精神科デイケアなどの地域医療提
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供体制の充実、日中活動等多様なニーズに対応できる社会資源の確保が必要です。 

◆ 庄内地域の訪問看護ステーション事業所24か所のうち、精神科訪問看護基本療養

費に係る届出を行っている事業所数は９か所（令和５年５月時点）となっています。

少ない事業所が広域的に対応していることから、今後、対応できる訪問看護ステー

ションを増やしていくとともに、看護師等の人材の育成・確保が必要です。 

◆ 自殺者数は平成29年以降年間50人台で横ばい傾向にあり、自殺死亡率は概ね全国・

県平均を上回って推移しています。県及び各市町では自殺対策計画を策定し、自殺

死亡率の低下に向けて相談窓口の設置や理解啓発活動を実施しているほか、民間団

体においても居場所づくり、サポーター養成等に取り組んでおり、自殺対策や自殺

予防を更に推進していくため、保健・医療・教育・労働等の関係機関と民間団体の

相互連携の一層の充実・推進が必要です。 

庄内地域の精神病床における１年以上長期入院患者数（各年６月30日時点） 

 令和元年 令和２年 令和３年 

全入院患者数 617人 637人 622人 

１年以上長期入院患者 332人（53.8％） 355人（55.7％） 344人（55.3％） 

上記のうち65歳未満 146人（23.7％） 144人（22.6％） 130人（20.9％） 

上記のうち65歳以上 186人（30.1％） 211人（33.1％） 214人（34.4％） 

資料：厚生労働省「精神保健福祉資料（630調査）」 ※（ ）は全入院患者数に占める割合 

自殺死亡者数・自殺死亡率（人口10万対） 

 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

庄内（総数） 51人 57人 58人 57人 42人 

庄内（死亡率） 18.7 21.5 22.1 22.0 16.4 

山形県（総数） 196人 195人 180人 211人 18.4人 

山形県（死亡率） 18.1 18.2 17.0 20.1 17.8 

全国（総数） 20,032人 19,415人 20,243人 20,291人 21,252人 

全国（死亡率） 16.1 15.7 16.4 16.5 17.4 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

《目指すべき方向》 

（１）がん対策 

［がん予防］ 

○ がんによる死亡率を下げる予防策として、市町と協働し、がん検診受診率及び精

密検査受診率の向上並びに生活習慣の改善、特に喫煙率の低下と受動喫煙の防止に

向けた積極的な啓発活動を推進します。 

○ ワクチン接種により、がんの発症を抑制する取組を推進します。 

［がん医療］ 

○ 地域がん診療連携拠点病院等を中心に地域の医療機関が連携し、がん治療の均て

ん化を図り、質の高いがん医療を受けることのできる体制の構築を促進します。 

○ 診断時から在宅医療までの切れ目のない緩和ケアの提供体制の構築を促進しま

す。 

○ 病院内並びに地域内でのチーム医療体制を構築し、がん治療中及び治療後に必要

となるリハビリテーションや栄養指導が継続できる体制の構築を促進します。 

［がんとの共生］ 
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○ がん患者や家族をはじめとする住民が、地域において、がんに関する医療だけで

はなく、生活や就労等、様々な相談・支援が受けられる体制の構築を推進します。 

○ がん患者会等当事者同士の情報交換や交流・支援の場が設置され、がん患者が地

域で孤立しないような環境整備を推進します。 

○ 働く世代の就労、小児・ＡＹＡ世代の教育や高齢の患者の療養環境への支援など

ライフステージに応じた切れ目のない適切な支援が行われる体制の構築を促進しま

す。 

（２）循環器病対策 

○ 脳血管疾患・心疾患の危険因子となり得る生活習慣病の予防及び重症化予防に向

け、食生活・運動・喫煙等の生活習慣改善を推進します。 

（３）糖尿病対策 

○ 糖尿病をはじめとする生活習慣病等の予防を図るため、関係機関と連携し、健康

的な食生活の実現に向けた取組を推進します。 

○ 市町等関係機関と連携し、特定健診受診率向上の取組を推進します。 

○ 市町等関係機関と連携し、ハイリスク者に対する生活習慣等の改善に向けた取組

により、重症化の予防を推進します。 

○ 関係医療機関等と連携し、かかりつけ医をはじめ全ての医療機関において適切な

医療を受けられる体制の構築を促進します。 

○ 生活習慣病予防に携わる関係職員（保健師・看護師・管理栄養士等）の人材育成

を推進します。 

（４）精神疾患対策 

○ 多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向け、県立こころの医療セ

ンターを中心に地域の精神科医療機関等による役割分担と医療機能の明確化を推進

します。 

○ 患者の病状に応じた適切な精神科医療を確保・提供するとともに、精神症状悪化

時の受診前相談並びに入院外医療提供体制の充実を促進します。 

○ 地域移行の推進のため、精神科救急に対応できる体制を継続するとともに、在院

日数の短縮や再入院率の減少を図り、関係機関による連携支援体制の充実強化を促

進します。 

○ 精神科訪問看護等の在宅医療サービスの充実や障害福祉・介護施設等での受入体

制の構築を促進します。 

○ 病状や障がいの程度に応じた医療、障がい福祉、介護、就労支援等のサービスを

切れ目なく受けられる支援体制の充実により、本人の希望に応じた地域生活を継続

できる地域包括ケアシステムの構築を推進します。 

○ 適切かつ早期に精神科受診に繋がるよう、保健所・市町等が設置する相談窓口の

活用や精神疾患の正しい知識と理解の促進を図るための啓発活動の継続的な実施を

推進します。 

○ 認知症患者の退院調整を円滑に進めるため、地域支援体制充実に向けた社会資源

の確保・整備、認知症患者家族への支援の充実及び住民への啓発を推進します。 

○ 自殺リスクと関連の高いうつ病やアルコール依存症、自殺未遂者への理解促進と

地域における相談体制の更なる充実を推進します。 
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○ 医療、行政、民間団体等が相互に連携して自殺対策に取り組む体制の整備を推進

します。 
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目 標 値 

項 目 現 状 
2024 

（R6） 

2025 

（R7） 

2026 

（R8） 

2027 

（R9） 

2028 

（R10） 

2029 

（R11） 

胃がん検診受診率 
23.1％ 

(R3) 
26.3％ 27.4％ 28.5％ 29.6％ 30.7％ 31.7％ 

大腸がん検診受診率 
43.7％ 

(R3) 
46.3％ 47.2％ 48.1％ 49.0％ 49.9％ 50.7％ 

肺がん検診受診率 
48.0％ 

(R3) 
48.5％ 48.6％ 48.8％ 49.0％ 49.1％ 49.3％ 

乳がん検診受診率 
29.4％ 

(R3) 
33.5％ 34.9％ 36.3％ 37.7％ 39.1％ 40.4％ 

子宮がん検診受診率 
39.9％ 

(R3) 
46.1％ 48.2％ 50.3％ 52.4％ 54.5％ 56.5％ 

精密検査受診率（胃が

ん検診） 

80.2％ 

(R3) 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

精密検査受診率（大腸

がん検診） 

72.5％ 

(R3) 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

精密検査受診率（肺が

ん検診） 

84.2％ 

(R3) 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

精密検査受診率（乳が

ん検診） 

90.2％ 

(R3) 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

精密検査受診率（子宮

がん検診） 

84.4％ 

(R3) 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

喫煙率 
15.6％ 

(R4) 
－ － － － 14.0％ － 

特定健診受診率 
52.9％ 

(R3) 
54.5％ 55.0％ 55.5％ 56.0％ 56.5％ 57.0％ 

精神病床における１年

以上長期入院患者数

（各年６月30日時点） 

363人 

（R4） 
341人 319人 297人 297人 297人 297人 

自殺死亡率（人口10万

対） 

16.4 

（R4） 
16.1 15.8 15.6 15.6 15.6 15.6 

［がん検診受診率：県がん対策・健康長寿日本一推進課調べ（庄内地域５市町計）］ 

［精密検査受診率（がん検診）：県がん対策・健康長寿日本一推進課調べ（庄内地域５市町計）］ 

［喫煙率：「県民健康・栄養調査」（調査終期：５～６年）］ 

［特定健診受診率：山形県国民健康保険団体連合会調べ］ 

［精神病床における１年以上長期入院患者数（各年６月30日時点）：厚生労働省「630調査」］ 

［自殺死亡率（人口10万対）：厚生労働省「人口動態統計」］ 
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目指すべき方向を実現するための施策 

（１）がん対策 

［がん予防］ 

・ 県は、市町や関係機関等と協働し、がんに関する知識の普及、並びにがん検診受診

率向上に向けた周知・啓発を行います。 

・ 県は、市町や関係機関等と協働し、精密検査の受診率向上に向けた周知・啓発を行

います。 

・ 県は、禁煙支援や受動喫煙防止対策等の啓発を推進します。 

・ 県は、市町や関係機関等と連携し、ワクチンに関する丁寧な情報提供及び接種勧奨

を行います。 

［がん医療］ 

・ 県は、がん患者を始め、地域住民へ切れ目のない医療を提供するため、地域がん診

療連携拠点病院等を中心に、地域医療機関と連携し、質の高いがん医療を受けること

のできる体制の充実に努めます。 

・ 県は、がんと診断されたときから診断・治療・在宅医療など様々な場面において、

患者に対し切れ目のない緩和ケアを提供できる体制の充実に努めます。 

［がんとの共生］ 

・ 県は、がん患者や家族等が、がんに関する医療、生活や就労等の相談・支援が受け

られる体制及び交流・支援の場を設置するなどの環境整備を推進します。 

・ 県は、働く世代の就労、小児・ＡＹＡ世代の教育や高齢の患者の療養環境への支援

など、ライフステージに応じた切れ目のない適切な支援が行われるよう関係機関との

連携の強化を図ります。 

（２）循環器病対策 

・ 県は、循環器病の発症や重症化予防のため、食生活や運動習慣等、生活習慣の改善

や適切な治療を推進します。 

（３）糖尿病対策 

・ 県は、食生活、運動、喫煙等の生活習慣の改善（一次予防）及び、早期発見に向け

た、健（検）診受診（二次予防）の周知・啓発を継続して行います。 

・ 県は、生活習慣病の予防や重症化予防の観点から、適切な口腔ケアや定期的な歯科

健診などの周知・啓発を継続して行います。 

・ 県は、市町や関係機関等と連携し、食生活をはじめ、生活習慣の改善に向けて周知・

啓発を継続して行います。 

・ 県は、関係医療機関等と連携し、かかりつけ医をはじめ全ての医療機関において適

切な医療を提供できる体制作りに努めます。 

・ 県は、糖尿病重症化予防の強化に向け、関係機関との支援体制の整備を推進します。 

（４）精神疾患対策 

・ 県は、出前講座や精神保健福祉相談などを活用しながら精神疾患に関する正しい知

識の普及啓発を図り、市町とともに相談窓口の周知を図ります。 

・ 県は、医療関係者等による協議の場を設置し、地域精神科医療の連携体制を構築す

ることにより、医療機関の役割分担と医療機能を住民に対して周知します。 

 



18 
 

・ 県は、入院患者の地域生活への移行・定着の更なる推進に向けて、市町及び保健・

医療・福祉関係者による協議の場を設置するとともに、精神科医療機関や訪問看護・

障害福祉・介護施設職員等を対象とした研修会を開催するなど、関係機関による取組

み及び連携体制の充実強化を図ります。 

・ 県は、医療・労働・教育等様々な機関との連携・協力体制を確保するとともに、心

の健康づくり出前講座やゲートキーパー（心のサポーター）の養成を通して、うつ病

など精神疾患に関する正しい知識の普及啓発や、一人ひとりの気づきと見守りを促し

ます。 
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３ 在宅医療の推進                                  

《現状と課題》 

（１）在宅医療の充実 

◆ 訪問診療及び訪問看護の件数は年々増えており、今後予測されている医療・介護

の複合的ニーズを持った高齢者の増加に対し、在宅医療を担う人材の確保が最も重

要な課題です。医師確保と同時に在宅医の負担軽減対策と併せ訪問看護師の人材育

成が急務となっています。 

◆ 病院・在宅間の円滑な移行のため、病院と介護関係者間において「庄内地域入退

院ルール」（入退院時における病院と在宅（介護支援専門員等）の情報共有の基本ル

ール）が運用されています。今後、介護ニーズを持つ超高齢者の救急入院が増えて

くること、入院期間が長いほど認知機能低下やフレイルが進行すること等を踏まえ

た対応の検討が必要です。 

◆ 在宅医療の潜在的ニーズがある外来通院患者に対し、外来通院の時点での療養の

場の調整を行う体制構築が必要であり、在宅医療の課題として認識し、地域での対

応の協議が必要です。 

◆ 医療・介護の複合的ニーズをもつ高齢者に対しては、病院間の連携を含めた退院

支援、在宅医療を担う医療機関（地域包括ケア病棟等）から施設あるいは自宅への

移行も念頭においた退院支援体制の検討が必要です。 

◆ 訪問医の減少が見込まれることや過疎地における診療を効率的に進めるため、オ

ンライン診療や主治医不在時等のバックアップ体制整備、患者情報の共有などが課

題です。 

◆ 訪問看護ステーション数及び訪問看護師数は増加しているものの、在宅医が少な

い状況で、今後増えるニーズに対応するためには、更に計画的な訪問看護師数の増

加及び訪問薬剤管理との連携が必要です。医療依存度の高い患者や多様な病態を持

った利用者が多くなっているため、提供する医療の質を担保するための研修会など、

人材育成を地域内で計画的に進めていくことが必要です。 

◆ 医師及び看護師以外の歯科医師、歯科衛生士、リハビリ専門技師、管理栄養士な

ど多職種による支援は、在宅療養患者の誤嚥性肺炎やフレイルの予防、食べること

や味わうことの楽しさを感じることで生きがいの保持、孤食や偏食による栄養不良

の改善など地域において重要な活動です。庄内地域では「南庄内・たべるを支援し

隊」や「北庄内食援隊」を中心に実施されていますが、今後の在宅療養者の増加や

ニーズの多様化に対応するため、支援体制の強化が必要です。 

◆ 「急変」として事前に予測できる病状の悪化と、予測できない病状の悪化があり、

両者とも基本的には24時間365日の電話対応できる体制が必要であり、訪問医と訪問

看護師との日常的な情報共有と連携体制の確認が重要な課題です。その上で、予測

できる病状の悪化に対しては、事前にその対応を家族も含め相談しておくことが必

要であり、予測できない急変に対しては、迅速な病状確認のための対面診察（訪問

看護師を介したオンライン診療等を含む）と、救急搬送する必要がある場合の受け

入れ病院の確保が担保されていることが重要です。 
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◆ 庄内地域での自宅死の割合（令和３年）は、鶴岡市20.5％、酒田市12.9％、三川町

17.9％、庄内町14.4％、遊佐町9.7％となっており、鶴岡市の自宅死は東北地方及び

山形県の中でも高水準ですが、住民にとって在宅看取りを経験する機会は多くはな

く、在宅医療の普及とともに住民への啓発が必要です。 

◆ 今後、高齢者施設入所者が増えていくことが予測され、施設看取りは重要な課題。

在宅医療・介護連携推進事業として、課題を整理しながら、取り組むことが重要で

す。 

◆ アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）の取組はまだまだ不十分であり、病院

入院時だけではなく、地域の中で、元気な時や介護を受け始める時など、様々な場

面で実施されるような環境整備が必要です。 

◆ 特定医療費（指定難病）受給者数は年々増加しており、神経難病以外の患者を含

めた相談支援体制の整備と難病医療提供の充実が必要です。 

◆ 医療技術の進歩に伴い増加している医療的ケア児とその家族について、医療機関

や療育機関等と支援の方向性の共通認識を図り、個々の状況に応じた支援体制の整

備が必要です。 

◆ 医療的ケア児が地域で暮らすにあたり利用できる在宅医療、訪問看護、短期入所

等の医療・福祉サービスが不足しており、支援に関わる人材の育成等による在宅療

養支援サービスの充実が必要です。 

◆ 災害対策基本法の改正（令和３年５月）により、避難行動要支援者について個別

避難計画の作成が市町村に努力義務化されました。特に在宅で人工呼吸器を使用し

ている医療的ケア児を含む難病患者等への災害時対応策について、県・市町・支援

者を含めた関係者による平常時からの整備が必要です。 

人口10万人対在宅医療施設数・実施件数 

 庄内 山形県 全国 

在宅患者訪問診療 
施設数 23.5 18.4 16.0 

実施件数 1,014.9 783.4 1,013.1 

在宅患者訪問看護・指導 
施設数 1.9 1.2 2.1 

実施件数 22.4 26.0 49.7 

資料：令和２年医療施設（静態・動態）調査） 

（２）介護との連携 

◆ 高齢化の一層の進行に伴い、一人暮らし高齢者や高齢夫婦世帯が増加しています。

その中で、医療・介護の複合的ニーズを持った後期高齢者が確実に増加しています

が、本人の希望等で介護サービスや医療支援に繋がっていない場合、体調不良時の

迅速な医療及び介護サービスが介入できないため、介護支援や医療支援を受けるこ

とについての住民への啓発が必要です。 

◆ 在宅医療・介護連携拠点として、鶴岡市と三川町では「地域医療連携室ほたる」

が、酒田市では「在宅医療・介護連携支援室ポンテ」が、庄内町と遊佐町は町独自に

それぞれの医療と介護の多職種連携の構築を推進しています。ニーズの増加を踏ま

え、活動の更なる強化が必要です。 
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◆ 医療と介護の情報共有ツールとして利用できる「ちょうかいネット」、「Ｎｅｔ４

Ｕ」が整備されていますが、十分活用されていないため、積極的な活用を推進する

とともに、特に介護側への更なる参画の呼びかけが必要です。 

◆ 地域包括ケアシステムの更なる深化・推進に向け、在宅医療と介護の切れ目のな

い提供体制の整備や認知症施策など、市町が介護保険における地域支援事業におい

て取り組む在宅医療と介護の連携等の一層の充実が必要です。 

◆ 認知症高齢者の増加に対応するため、各市町では認知症地域支援推進員を配置す

るとともに認知症初期集中支援チームも設置していますが、認知症家族へのサポー

ト体制の強化が必要です。 

 

高齢化の推移（庄内） 

区 分 
平成27年 令和２年 令和12年 

北庄内 南庄内 庄内計 北庄内 南庄内 庄内計 北庄内 南庄内 庄内計 

総人口 
（Ａ） 

142,117 137,380 279,497 133,456 129,948 263,404 115,348 112,396 227,744 

65歳以上人口
（Ｂ） 47,211 43,858 91,069 49,176 45,667 94,843 47,359 44,014 91,373 

高齢化率 
(Ｂ/Ａ×100) 33.2 31.9 32.6 36.8 35.1 36.0 41.1 39.2 40.1 

一般世帯数 50,313 47,411 97,724 50,316 47,806 98,122       

65歳以上 
単身世帯 5,647 5,296 10,943 6,590 6,172 12,762       

高齢夫婦世帯 5,643 4,914 10,557 6,274 5,562 11,836       

資料：平成27年・令和２年は総務省「国勢調査」、令和12年は国立社会保障・人口問題研究所「日本

の市町村別将来推計人口（平成30年３月推計）」 

※ 高齢夫婦世帯：夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦のみ世帯 

 

要介護認定者（第１号被保険者）の認知症高齢者数          
 山形県 庄 内 

平成30年４月１日現在 43,916人 12,333人 

平成31年４月１日現在 43,965人 12,449人 

令和２年４月１日現在 44,772人 12,291人 

令和３年４月１日現在 43,718人 11,897人 

令和４年４月１日現在 43,764人 11,298人 

資料：県高齢者支援課調べ 

 

《目指すべき方向》 

（１）在宅医療の充実 

○ 庄内全域を在宅医療圏域として設定し、在宅医療圏の課題に即した取組みを進め

ます。 

○ 平均寿命の延伸に伴い、医療・介護の複合的ニーズをもつ高齢者が急激に増える

ことが予測されることから、そのニーズに沿った在宅医療体制の構築及び在宅医療

に関わる人材の確保・育成を計画的に推進します。 

○ 医療・介護の多職種連携・協働体制を構築し、提供される医療及び介護サービス

の質の確保を推進します。 



22 
 

○ 住民や医療従事者が在宅医療に関する理解を深める取組を推進するとともに、入

院機能を有する病院等の医療機関と在宅医療に関わる機関の円滑な連携により、利

用者にとって切れ目のない医療提供体制の確保を推進します。 

○ 訪問診療を行う医師の負担を軽減し、新たに訪問診療に参画する医師の増加のた

め、医師同士の連携、オンライン診療、バックアップ体制の構築、質の高い訪問看

護師の増加、患者情報の共有等の取組を促進します。 

○ 訪問看護師及び訪問薬剤管理指導を行う保険薬局が増え、関係機関が連携し、深

夜や休日など時間外に対応できる体制の構築を促進します。 

○ 住民の理解の下、歯科医師、リハビリ専門職、管理栄養士、歯科衛生士等の多職

種が連携し、在宅における口腔機能の維持改善、誤嚥性肺炎の予防、低栄養の予防

改善等の積極的な実施を推進します。 

○ 在宅療養者の症状の急変に対応できるよう、在宅医療を担う病院、診療所、訪問

看護ステーションと入院機能を有する病院、診療所との円滑な連携体制の確保を促

進します。 

○ アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）が、健康教室、健康に関するイベン

ト、施設入所時等の様々な機会おいて地域内で実施され、病気を抱えながらも居宅

に戻って療養ができること、人生の最終段階でも、自宅で自分らしく過ごすことが

できることについて、多くの住民の理解を深める取組を推進します。 

○ 関係機関の連携により、本人・家族の意向を踏まえた、施設を含む在宅での看取

り体制の整備を推進します。 

○ 医療依存度の高い難病患者及び医療的ケア児が安心して地域で生活できるよう、

在宅療養支援体制の充実を図るとともに、難病患者及び医療的ケア児の療養生活上

の課題や在宅療養を支援するために必要な資源を把握し、支援に関わる関係者によ

る協議・検討を通じて支援体制の整備を推進します。 

○ 山形県医療的ケア児等支援センター等と連携し、訪問診療医や訪問看護師等の支

援に関わる人材育成の推進等により、医療的ケア児とその家族に対する在宅療養支

援サービスの充実を推進します。 

○ 市町（保健・福祉・介護・防災担当）、医療機関、介護施設、障がい者支援施設、

住民等とともに、大規模災害時における在宅難病患者等の安全な生活確保のために

必要な医療の提供を促進します。 

（２）介護との連携 

○ 介護支援や医療支援の有用性を住民が理解し、高齢者の単身世帯あるいは夫婦世

帯であっても、体調不良時には迅速に医療及び介護サービスが介入できる体制の構

築を推進します。 

○ 在宅医療・介護連携拠点による、それぞれの地域の医療と介護の多職種連携に基

づく医療・介護連携体制の構築を促進します。 

○ 医療と介護の情報共有ツールについて、地域の医療関係者及び介護関係者による

積極的な利用を促進します。 

○ 市町介護保険事業計画における地域支援事業として取り組む在宅医療・介護連携

推進事業について、市町が地区医師会や関連団体との協働で積極的に関わり、特に

住民の在宅医療への理解を深めるための取組を促進します。 

○ 認知機能の低下した人やその家族へのサポート体制の構築を推進します。 
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目 標 値 

項 目 現 状 
2024 

（R6） 

2025 

（R7） 

2026 

（R8） 

訪問診療の実施件数（訪問診療を受けている

患者数） 

2,903件/月 

（R2） 
－ － 3,757件/月 

訪問看護・指導実施件数 
408件/月 

（R2） 
－ － 431件/月 

歯科診療所訪問診療の実施件数（居宅・介護

施設等）） 

168件/月 

（R2） 
－ － 500件/月 

［厚生労働省「医療施設調査（静態）」（調査周期：３年）］ 

※在宅医療に係る目標値は 2026年度末を設定 

 

目指すべき方向を実現するための施策 

（１）在宅医療の充実 

・ 県は、市町及び関係機関等とともに、医師、看護師等の医療・介護の複合的ニーズ

を持った高齢者に対応できる人材確保と育成強化を推進します。 

・ 県は、市町及び関係機関等とともに、在宅医療の潜在的ニーズがある者に対する事

前の療養調整及び入院医療機関と在宅医療を担う機関等の円滑な在宅移行支援体制の

強化を図ります。 

・ 県は、市町及び関係機関とともに、在宅医療を担う関係機関相互の連携体制の充実

強化及び情報通信機器の活用を支援します。 

・ 県は、市町及び関係機関等とともに、災害時における在宅療養者の安全な生活確保

のため、医療関係者等の対応能力向上、平時からの連携強化及び地域全体の医療・ケ

ア提供の継続と早期復旧等を目的とする地域ＢＣＰの策定を推進します。 

・ 県は、市町及び関係機関等とともに、医師、歯科医師、看護師、リハビリ専門職、管

理栄養士、歯科衛生士等の多職種による総合的なリハビリテーション・機能訓練、口

腔管理及び栄養管理を含む在宅療養の支援を推進します。 

・ 県は、市町及び関係機関等とともに、在宅療養や多職種連携による食支援、アドバ

ンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）等について、研修会の開催や出前講座等を通じ

住民への啓発を継続的に行います。 

・ 県は、市町及び関係機関等とともに、医療関係者等の理解を促進し、本人・家族等

が希望する場所で最期を迎えられるよう家族への支援を含めた看取り体制の充実を図

ります。 

・ 県は、関係機関による個別支援会議を開催し、難病患者や医療的ケア児の相談体制・

生活支援体制・医療支援体制整備に取り組みます。また、地域連携支援体制や大規模

災害時対応策について、庄内地域難病対策協議会や庄内地域医療的ケア児支援連絡会

議等を開催し協議・検討していきます。 

・ 県は、山形県医療的ケア児等支援センター等と連携し、在宅療養を支える人材育成

研修を行います。 
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（２）介護との連携 

・ 県は、市町や医師会等の関係機関と連携し、介護支援や医療支援の有効性を住民に

啓発するとともに、体調不良時に医療及び介護サービスが連携できる体制の構築を推

進します。 

・ 県は、市町や医師会等の関係機関と連携し、在宅医療・介護連携拠点による多職種

連携の強化を推進します。 

・ 県は、市町や医師会等の関係機関と連携し、医療と介護の情報共有ツールの利用を

促進します。 

・ 県は、市町などの関係機関と連携し、山形県介護保険事業支援計画に基づき地域支

援事業として取り組む在宅医療・介護連携推進事業を支援します。 

・ 県は、山形県認知症施策推進行動計画に基づき、認知症の人と家族へのサポート体

制を構築します。 

 



次期山形県外来医療計画について

１ 「外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン」
を踏まえた対応
国が示したガイドラインで新たに盛り込まれた主な内容を反映

≪主な追加項目と本県の対応≫

項目 ガイドライン内容 改正の内容

二次医療圏毎の外来
の需要の動向等の把
握

二次医療圏毎の人口
推計や外来患者推計
等を踏まえた協議を
行うこと（改正）

本編に外来患者推計
及び医療機関数等の
外来医療提供体制の
現状を追加
（項目Ⅱ）

地域で不足する医療
機能についての目標
設定と進捗管理

地域に不足する医療
機能について具体的
な目標を定め、達成
に向けた取組の進捗
評価に努めることと
する（改正）

二次医療圏ごとに関
連する医療計画の項
目から目標を設定
（初期救急、在宅
等）（項目Ⅳ）

紹介受診重点医療機
関の名称等の追加

紹介受診重点医療機
関となる医療機関の
名称に加え、外来機
能報告で把握可能な、
紹介受診重点外来の
実施状況等の情報を
新たに盛り込むこと
とする（新設）

各圏域の地域医療構
想調整会議で合意さ
れた紹介受診重点医
療機関について記載
（項目Ⅱ（４））
※実施状況は「外来
医療計画に係るデー
タ集」に追加

２ 計画の構成
左記の反映に合わせ、計画の構成を一部変更
○本 編：外来医療の現状、外来医療に係る医療提供体制確保に向

けた取組等を追加
○地域編：地域で不足する外来機能に対する取組や目標を中心に記

載
※赤字が追加、修正箇所

旧 新

Ⅰ 基本的事項
１ 計画策定の趣旨
２ 計画の位置づけ
３ 計画の期間
４ 計画の対象区域
Ⅱ 計画の内容
１ 外来医師偏在指標について
２ 本県の外来医療提供体制に関する
情報
３ 各二次医療圏における外来医療提
供体制の検討項目
（１）各地域において不足している外
来機能について

（２）不足している外来医療機能の現
状・課題について

（３）不足している外来医療機能を確
保していくための方策について

（４）外来医療に関する協議の場の設
置について

（５）医療機器の共同利用方針につい
て

Ⅲ 各二次医療圏の計画内容
１ 〇〇二次医療圏
（１）地域で不足する外来医療機能に
ついて

（２）不足する外来医療機能毎の現状
と課題について

（３）不足する外来医療機能を確保す
るための方策について

（４）医療機器の共同利用方針について
（５）外来医療に関する協議の場の設置に
ついて

外来医療計画に係るデータ集

Ⅰ 基本的事項
１ 計画策定の趣旨
２ 計画の位置づけ
３ 計画の期間
４ 計画の対象区域
５ 計画の進捗体制について
Ⅱ 本県の外来医療の状況と課題
１ 人口推計
２ 外来患者推計等
３ 外来医療提供体制の状況
（１）施設数
（２）外来患者の受療動向
（３）医師数の推移等
（４）紹介患者への対応を基本とする医療
機関

（５）医療機器の配置状況
Ⅲ 外来医療に係る医療提供体制確保に向けた
取組
１ 地域で不足する外来機能の確保
２ 外来医療に関する情報提供
３ 医療機器の効率的な活用
【共同利用の方針】

Ⅳ 各二次医療圏の取組内容
Ⅲの「１ 地域で不足する外来機能の確保」
に記載した、各二次医療圏の取組については次
のとおりです。
１ 〇〇二次医療圏
（１）地域で不足する外来医療機能について
（２）不足する外来医療機能毎の現状と課題
について

（３）不足する外来医療機能を確保するため
の目標と方策について

外来医療計画に係るデータ集

計画の位置づけ：医療法第30条の４の規定に基づき、第８次山形県保健医療計画の一部として山形県の外来医療提供体制の確保に関する事項（外来医療機能
に関するデータの分析と公表、協議の場の設定、医療機器の共同利用の方針等）について定めるもの

計 画 期 間：令和６年度～令和８年度の３年間

概要

見直しの主なポイント

資料５－１



外 来 医 療 計 画 【地域編】 （案） の 概 要 ①

◆地域編

・地域に必要な外来医療機能の確保に向け、不足する外来機能の確保について協議の場で検討し、その取組内容を記載

（１）地域で不足する外来医療機能

※外来医師多数区域においては、新規開業を希望する者に対して地域で不足する外来機能を担うことを求める
↪求めに応じない場合は協議の場への出席を求めるとともに、協議結果を住民に公表

庄内二次医療圏 ⇒ 外来医師多数区域以外の区域

新規開業者以外の者に対しても、個々の行動変容（協力・参入等）と、地域での議論を促していく必要がある医療機能

①初期救急(休日夜間診療) ②在宅医療 ③公衆衛生

◆庄内二次医療圏の取組内容について

（１）地域で不足する外来医療機能

（２）不足する外来医療機能毎の現状と課題

（３）不足する外来医療機能を確保するための目標と方策
⇓

新しく追加

【検討事項】

【地域で不足する外来医療機能の確保に関する検討】

資料５－２



外 来 医 療 計 画 【地域編】 （案） の 概 要 ②

（２）不足する外来医療機能毎の現状と課題

①初期救急（休日夜間診療）

○市町や地区医師会が休日夜間診療所等の実施により対応

【南庄内】(休日・平日夜間)鶴岡市休日夜間診療所
【北庄内】(休日)酒田市休日診療所 (平日夜間)日本海総合病院救命救急センター

○医師会会員医師の高齢化により受入れ能力が不足し、二次・三次救急の軽傷搬送者

の割合(42.0%)が増加

○高齢者の増加により高齢者の救急搬送の件数(7,204人)・割合(77.4%)が増加

②在宅医療

○令和元年度の人口10万人あたりの在宅訪問診療患者数について、一般診療所

(12,766.0人)は県内で最も多く、病院(1,207.5人)は置賜地域に次いで多い。往診患者
数については、一般診療所(3,098.8人)は県内で最も多く、病院(99.0人)は村山地域、
置賜地域よりも多い

○訪問・往診患者数は年々増加しており、医療・介護の複合的ニーズを持った高齢者

の増加に対して十分な医療人材の確保と在宅医の負担軽減を図る必要

○令和元年度の人口10万人あたり在宅訪問診療実施施設数について、一般診療(27.9箇

所)は最も多く、病院(2.6箇所）は村山地域に次いで少ない。往診実施施設数につい
ては、一般診療所(35.4箇所)は県内で最も多く、病院(3.0箇所)は村山地域より多い

○病院間の連携を含めた退院支援、在宅医療を積極的に担う医療機関から施設あるい

は自宅への移行も念頭においた退院支援体制を検討する必要

○過疎地における診療を効率的に進めるため、オンライン診療や主治医不在時のバッ

クアップ体制、患者情報の共有を図る必要

③公衆衛生

○令和５年度の県立学校の学校医1人あたりの学校数(0.3箇所)は村山地域、置賜地域と

同じ状況で、学校医1人あたりの生徒数(78.8人)は県内で最も多い状況

○令和５年度の産業医1人あたりの事業所数(3.7箇所)は県内で最も少なく、産業医1人

あたりの従業員数(438.9人)は村山地域に次いで多い状況

○庄内地域に従業地を有する人口10万人あたりの医師数(201.6人)は県平均(244.2人)を

大きく下回る状況

二次・三次救急医療機関を受診
する軽症患者の割合

77.7%(R4) ⇒ 76.5%(R8)

訪問診療の実施件数（訪問診療
を受けている患者数）

2,903件/月(R2)⇒3,757件/月(R8)

医療施設従事医師数

503人(R2)⇒553人(R8)

（３）不足する外来医療機能を確保するための目標と方策

【目標】 【方策】

◆山形県医師確保計画によ
る医師確保に取組む

◆地域の協議の場において、
外来機能における役割分
担や連携について議論し、
各医療機関が不足する外
来医療機能の確保に努め
ることを推進

◆在宅医療を担う関係機関
相互の連携体制の充実強
化・訪問看護師等の人材
確保と育成強化を支援
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山形県外来医療計画（案） 

Ⅰ 基本的事項                                             

 １ 計画策定の趣旨 

〇 無床診療所の開設が都市部に偏っていること等から、外来医療機能に関する情報

を可視化し提供することで、個々の医師の行動変容を促し、偏在是正につなげてい

くことが必要です。 

○  そのため、平成 30年７月に医療法が改正され、都道府県は外来医療機能に関す

るデータの分析と公表、協議の場の設定、医療機器の共同利用の方針等を含む「外

来医療計画」を策定することとされました。 

〇 これを受け、県では、第７次山形県保健医療計画の一部として、令和２年７月に

「山形県外来医療計画」を策定し、二次医療圏毎に外来医療機能の確保に向けた関

係者による情報共有や検討を行ってきました。 

〇 本計画は、引き続き不足する外来医療機能の確保に向けた取組を進めるととも

に、令和５年度より始まった紹介受診重点医療機関の設定等により外来医療機能の

明確化・連携に取り組んでいくため、厚生労働省の「外来医療に関する医療提供体

制の確保に関するガイドライン」に基づき、山形県外来医療計画（以下「本計画」

という。）を改訂するものです。 

 

 ２ 計画の位置づけ 

  〇 第８次山形県保健医療計画の一部として、本県における外来医療提供体制の確保に

関する事項を定めるものです。 

 

 ３ 計画の期間 

  〇 令和６年（2024年度）から令和８年度（2026年度）までの３年間とします。 

 

 ４ 計画の対象区域 

  〇 山形県保健医療計画と同様に、二次医療圏と同じ４区域とします。ただし、各地域

の実情に応じて、二次医療圏より小さい地域での検討を行うことも可能とします。 

 

 ５ 計画の推進体制について 

〇 各圏域の地域医療構想調整会議又は同会議病床機能調整ワーキングにおいて、外来

医療提供体制の確保に向けた取組等について協議することとします。 

 〇 また、その協議内容については県ホームページにおいて公表することとします。 

 

 

（別紙４） 



2 

Ⅱ 本県の外来医療の現状と課題                                                 

１ 人口推計 

 ○ 本県の人口は、2015 年国勢調査においては、1,123,891 人、2020 年国勢調査にお

いては、1,058,459人と減少が続いており、2045年には、768,490人になると推計さ

れています。 

 〇 高齢化の進行に伴い、人口に占める高齢者の割合は増加しています。特に、医療と

介護の需要が高い後期高齢者（75歳以上）の割合は 2015年と 2045年を比較して 9.8

ポイント増加すると推計されています。 

【本県の年齢構成別人口の割合】 

 

※2020年までは国勢調査、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計 

○ 二次医療圏の人口構成では、2040年には村山圏域以外は 65歳以上の割合が４割を超

え、４～５人に一人が 75歳以上になると推計されています。 

【二次医療圏別の年齢構成別人口の割合】 

 

 

 

 

 

 

※2020年までは国勢調査、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所による推計 
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69.2

70.6%

67.3%

69.1%

67.3%

13.9%

13.5%

14.0%

13.6%

14.8%

16.9%

16.0%

18.7%

17.3%

18.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全県

村山

最上

置賜

庄内

2015年

0～64歳割合 65～74歳割合 75歳以上割合

59.0%
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58.5%
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０～14歳 135,896 120,086 111,246 101,147 91,199 82,468 73,952

15～64歳 642,285 578,819 538,804 496,262 456,869 409,519 364,262

65～74歳 155,673 168,918 156,212 137,088 124,537 124,546 125,352

75歳以上 190,037 190,636 209,648 222,817 224,470 217,311 204,924

合計 1,123,891 1,058,459 1,015,910 957,314 897,075 833,844 768,490
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 ○ 高齢化に伴い、慢性疾患を抱えながら住み慣れた場所での療養を希望する患者が増

えることが見込まれるため、退院後に切れ目なく在宅医療が提供されるための体制整

備や初期救急の充実等、地域包括ケアシステムの構築に資するような取組を行う必要

があります。 

 

２ 外来患者数推計等 

 ○ 外来患者数は、全国では 2025 年にピークを迎えることが見込まれていますが、本

県では 2015年以降減少に転じています。 

  【１日あたりの推計患者数（千人）】 

  2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 

全 国 7,012.65  7,148.91  7,206.01  7,168.73  7,030.36  6,897.89  6,732.21  

山 形 66.03  64.49  62.77  60.69  57.63  54.23  50.58  

村 山 31.83  31.68  31.38  30.83  29.76  28.51  27.10  

最 上 4.73  4.44  4.18  3.93  3.61  3.25  2.88  

置 賜 12.63  12.13  11.62  11.08  10.38  9.62  8.82  

庄 内 16.84  16.23  15.58  14.86  13.88  12.85  11.78  

  ※厚生労働省医療計画策定支援データブック１日あたりの外来患者推計より作成 

 〇 本県の外来医療の受療率をみると、65歳から 84歳までの受療率が高くなっており、

その後減少していく傾向がみられます。 

【年齢階級別の受療率（外来）（人口 10万対の外来患者数）】 

 

※令和２年度患者調査 

 〇 外来患者数は減少していくものの、受療率が高い高齢者が必要とする外来医療機能

を維持していく必要があります。 
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３ 外来医療提供体制の状況 

 （１）施設数 

   〇 本県の医療施設数をみると、令和４年度時点で一般病院施設は 53 施設、一般

診療所は 903施設となっています。 

〇 平成 29 年度時点と比較すると、病院はほぼ増減がなく、一般診療所は最上圏

域を除き減少しています。  

 一般病院 一般診療所 

H29 R4 H29 R4 

全 県 55 53 926 903 

村 山 25 25 492 486 

最 上 4 4 51 52 

置 賜 13 13 153 146 

庄 内 13 11 230 219 

   ※医療施設（動態）調査 

 

（２）外来患者の受療動向 

 ① 医療圏間の外来患者の流出入状況 

  〇 県内の外来患者の流出入動向を医療圏域毎にみると、一部他圏域から村山地域

への流入が見られますが、ほぼ医療圏内で完結している状況にあります。 

 【外来患者の流出入状況】   

 
 

  
患者数（施設所在地）（病院＋一般診療所の外

来患者数、千人/日） 患者総数

(患者住

所地) 

患者流出入 

   村山 最上 置賜 庄内 
都道府

県外 

患者流出

入数(千

人/日) 

患者流出

入調整係

数 

患
者
数
（
患
者
住
所
地
） 

村山 26.5 0.1 0.1 0.0 0.1 26.8 0.7 1.025 

最上 0.3 2.8 0.0 0.0 0.0 3.2 -0.2 0.931 

置賜 0.4 0.0 8.9 0.0 0.0 9.4 -0.4 0.960 

庄内 0.1 0.0 0.0 13.6 0.1 13.7 0.0 1.001 

都道府県外 0.2 0.0 0.1 0.1 - - - - 

患者総数(施設所在地) 27.5 2.9 9.0 13.7 - 53.0 0.1 1.002 

 ※厚生労働省「外来医師偏在指標に係るデータ集」 

  平成 29年患者調査の病院+一般診療所の県内・県外の外来患者流出・流入数データを、ＮＤＢの平成

29年 4月から 30年 3月までの病院+一般診療所における初再診・在宅医療の診療分データ（12 か月

分算定回数）の都道府県内二次医療圏間流出入割合に応じて集計したもの。 
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 ② 病院・診療所別に見た外来患者の受診先 

  〇 本県では全ての圏域で一般診療所の受療割合が多くなっていますが、庄内が

81.0％と最も多く、最少の最上が 63.8％と圏域毎にばらつきがあります。 

  【施設別の外来患者の受診先】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※厚生労働省外来医師偏在指標に係るデータ 

 

（３）医師数の推移等 

 ① 医療施設従事医師数 

〇 病院に従事する医師数は、県全体では増加していますが、村山と庄内が減少す

る一方、最上と置賜は増加するなど圏域によって状況が異なります。一般診療所

については、全ての圏域で医師数が減少しています。  

  【医療施設ごとの医師数】 

 病院 一般診療所 

H30 R2 H30 R2 

全 県 1,622 1,635 841 813 

村 山 1,021 1,016 459 444 

最 上 61 64 38 35 

置 賜 242 262 130 124 

庄 内 298 293 214 210 

※医師・歯科医師・薬剤師調査（12月 31日現在） 

    

 

② 年齢階級別医師数 

  〇 県全体の医師の年齢階級別の構成をみると、70歳以上が占める割合、平均年

齢ともに、全国平均を上回っています。 
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  【年齢階級別構成割合】 

 総 数 24歳以下 24歳～69歳 70歳以上 平均年齢 

全  国 339,623 0.2% 88.7% 11.3% 50.5 

山  形 2,608 0.2% 86.9% 13.1% 52.0 

※医師・歯科医師・薬剤師調査（令和 2年 12月 31日現在） 

 

  〇 県内の医師のうち、診療所に従事する医師の年齢階級別の構成をみると、70

歳以上の割合が 24.5％と、全国に比べ 70代以上の医師の割合が多くなってお

り、全体として高齢化している状況にあります。 

 

【診療所に従事する医師の年齢給別構成】 

 
※医師・歯科医師・薬剤師調査（令和 2年 12月 31日現在） 

 

〇 医師の高齢化に伴い、特に診療所が担っている医療機能について、今後各圏域

において不足していくことが想定されるため、必要な医療機能が確保されるよう

検討していく必要があります。 

 

③ 外来医師の偏在状況 

 〇 二次医療圏単位における外来医療機能の偏在の度合いを可視化するため、国がガ

イドラインに定める計算方法によって、「外来医師偏在指標※１」を算出しています。 

〇 また、外来医師偏在指標の値が上位 33.3%以内に入っている地域を「外来医師多

数区域※２」と設定することとされています。 

   〇 本県の外来医師偏在指標は令和元年 12 月公表値から概ね横ばいの数値となって

います。また、本県に外来医師多数区域はありません。 

 

～24歳
25～29
歳

30～34
歳

35～39
歳

40～44
歳

45～49
歳

50～54
歳

55～59
歳

60～64
歳

65～69
歳

70～74
歳

75～79
歳

80歳以
上

全国 107,226 1 308 1,293 3,760 7,264 10,948 13,141 15,354 16,860 14,975 11,580 5,317 6,425 21.8%

県全体 813 0 0 5 15 40 53 95 106 160 140 98 48 53 24.5%

村山 444 0 0 0 8 16 30 55 61 94 82 44 27 27 22.1%

最上 35 0 0 2 0 3 4 5 3 6 4 3 2 3 22.9%

置賜 124 0 0 0 3 4 6 11 18 23 27 16 8 8 25.8%

庄内 210 0 0 3 4 17 13 24 24 37 27 35 11 15 29.0%

年齢階級別医師数（人）
総数医師数

（人）
70歳以
上割合

 村山 最上 置賜 庄内 

外来医師偏在指標 103.3（102.1） 74.4（74.2） 82.0（86.7） 87.2（85.8） 

 全国平均値※３ 112.2（106.3） 

 全国順位 149（138） 301（305） 273（239） 245（251） 
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  ※１ 外来医師偏在指標（令和５年４月公表） 

      地域ごとの外来医師の偏在状況を相対的に示すことを目的として、厚生労働省

が全国 330二次医療圏ごとに、人口構成、性別等をもとに計算した指標値。 

  ※２ 外来医師多数区域 

全国 330 二次医療圏のうち、外来医師偏在指標の値が上位 33.3%以内(110 位以

内)に入っている地域。 

  ※３ 全国平均値 

      全国 330二次医療圏の外来医師偏在指標の平均値 

  ※４ 表のうち（ ）内の数値は、令和元年 12月公表値 

   〇 外来医師多数区域は、多くが都市部に集中しており、本県は相対的に外来医師が

少ない状況にあるため、その確保に取り組んでいく必要があります。 

 

 （４） 紹介患者への対応を基本とする医療機関（紹介受診重点医療機関）の設置状況 

  〇 一部の医療機関に外来患者が集中し、患者の待ち時間や勤務医の外来負担が増加

する等の問題が生じているため、患者が日常的に受診するかかりつけ医機能を担う

医療機関の対応力を強化するとともに、各医療機関の外来医療機能の明確化・連携

の強化を進めていく必要があります。 

〇 外来医療機能の明確化・連携を強化し、患者の流れの円滑化を図るため、医療機

関の意向と二次医療圏毎実施された地域医療構想調整会議での協議に基づき、紹介

患者への対応を基本とする医療機関である「紹介受診重点医療機関」を次のとおり

設定しています。 

 【紹介受診重点医療機関（R5.8.1現在）】 

地域 医療機関名 

村山 国立大学法人山形大学医学部附属病院 

山形市立病院済生館 

山形済生病院 

山形県立中央病院 

置賜 米沢市立病院 

庄内 鶴岡市立荘内病院 

日本海総合病院 

 〇 外来医療機能の明確化・連携強化にあたっては、患者がまずは地域の医療機関を

受診し、必要に応じて紹介を受け紹介受診重点医療機関を受診する等、医療機関の

外来医療機能・役割に応じて適切に受診することが重要であること広く理解しても

らうため、外来医療機能の情報提供や適切な医療機関の受診についての普及啓発を
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図っていく必要があります。 

 （５） 医療機器の配置状況 

   〇 人口当たりの医療機器の配置台数には地域差があり、医療機器の種類によって

もその状況は異なることから、今後、人口減少下においても、医療機器が効率的

に活用できるよう、対応を促していく必要があります。 

※ 本県の二次医療圏毎の医療機器の人口当たり台数等の医療機器の配置状況は、

「外来医療提供体制に関するデータ集」の別添５及び６のとおりです。 

 

Ⅲ 外来医療に係る医療提供体制確保に向けた取組                                  

 県は、地域に必要な外来医療機能の確保に向け検討を行うとともに、医療機関間の役割

分担・連携を推進するため、以下の３つの取組を進めます。 

 

 １ 地域で不足する外来医療機能の確保 

〇 二次医療圏毎に設置する地域医療構想調整会議において、不足する外来医療機能

について協議を行い、各圏域の実情に応じ、地域で不足する外来医療機能を確保し

ていくための目標の設定※１※２及び達成に向けた取組を進めます。 

※１ 目標については、第８次山形県医療計画の各事業の数値目標の中から、本計画

に関連する数値目標を抜粋の上、二次医療圏毎に設定することとします。 

※２ 二次医療圏毎に協議する「地域で不足する医療機能」については、厚生労働省

が定める「外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン」において二

次医療圏毎に検討すべき外来医療機能の例として示されている、①初期救急（夜間・

休日の診療）、②在宅医療及び③公衆衛生（学校医、産業医、予防接種等）につい

て、検討することを基本とします。 

 

 ２ 外来医療に関する情報提供 

  〇 外来医師の偏在化解消に向けた取組として、新たに開業しようとする医療関係者

等が、自主的な経営判断を行うための有益な情報として参照できるよう、外来医師

偏在指標等のデータを県ホームページで周知する等の情報提供を行います。 

  〇 県民が各医療機関の外来医療の役割を理解し、適切な受療行動を取れるよう、リ

ーフレットや県ホームページ等を活用し、紹介受診重点医療機関の制度等について

情報提供を行います。 

 

 ３ 医療機器の効率的な活用 

   〇 医療機器の効率的な活用を図るため、各二次医療圏の共同利用の方針を次のとお
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り定めます。 

    【共同利用の方針】 

各二次医療圏内の医療機関が、ＣＴやＭＲＩ、ＰＥＴ、放射線治療機器（リニア

ック及びガンマナイフ）及びマンモグラフィを新規に購入する場合（更新時も含む）

は、共同利用計画書（様式１）の提出を求め、各二次医療圏の協議の場（以下「協

議の場」という。）において、共同利用の可否の確認を行うこととします。また、

共同利用を行わない場合については、協議の場においてその理由を確認することと

します。 

    ※ 共同利用には画像診断や治療における病病・病診・診診連携による患者紹介に

よる活用も含みます。 

    ※ 地域の医療資源を可視化する観点から、令和５年４月１日以降に共同利用の方

針で定める医療機器を新規購入した医療機関に対し、医療機器の利用件数等の稼

働状況について、県への報告（様式２）を求め、各二次医療圏で定める協議の場

において内容を確認することとします。なお、外来機能報告対象医療機関につい

ては、当該報告をもって、当該利用件数の報告に替えることができるものとしま

す。 

 

Ⅳ 各二次医療圏の取組内容                            

 Ⅲの「１ 地域で不足する外来医療機能の確保について」に記載した、各二次医療圏の

取組については次のとおりです。 

 

１ 村山二次医療圏 

 

２ 最上二次医療圏 

 

３ 置賜二次医療圏 

 

４ 庄内二次医療圏 

 （１）地域で不足する外来医療機能について 

     

 

 

 

   地域名 不足する主な外来医療機能 

庄内 ①初期救急 

②在宅医療 

③公衆衛生 
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（２）不足する外来医療機能毎の現状と課題について 

  ① 初期救急（休日夜間診療） 

○ 初期救急医療は、かかりつけ医のほか、市町や地区医師会が休日夜間診療所

等の実施により対応しています。 

○ 秋田県及び新潟県との協定によりドクターヘリの広域連携体制が整備されて

います。また、県内唯一の有人離島である飛島においては、オンライン診療も

合わせた一次救急医療体制が整備され、二次・三次救急医療が必要な場合に

は、関係機関と連携した海上輸送やドクターヘリにより対応しています。 

   【庄内地域の初期救急医療体制】（令和５年４月１日現在） 

 休日 平日夜間 

南庄内 鶴岡市休日夜間診療所 鶴岡市休日夜間診療所 

北庄内 酒田市休日診療所 日本海総合病院救命救急センター 

 

【庄内地域における救急患者受診状況（休日夜間診療所、病院）】 

項目 H30 R1 R2 R3 R4 

診療所（平日夜間・休日） 11,656人 11,406人 3,233人 3,159人 3,032人 

病院 54,848人 53,640人 43,665人 52,218人 53,374人 

合計 66,504人 65,046人 46,898人 55,377人 56,406人 

    資料：庄内保健所調べ 

  

   〇 医師会会員医師の高齢化等により初期救急患者の受入能力が不足し、二次・三

次救急を受診した救急患者及び救急搬送患者に占める軽症患者の割合が高くな

っています。 

   〇 また、高齢化の進行に伴い、高齢者の救急搬送の件数及び割合が増加していま

す。 

【人口10万対「急病」による救急搬送者の傷病程度状況（令和３年）】 

 死 亡 重 症 中等症 軽 症 

山形県 
92人 

（3.7％） 

336人 

（13.5％） 

1,057人 

（42.5％） 

1,001人 

（40.3％） 

庄内地域 
92人 

（3.3％） 

202人 

（ 7.3％） 

1,316人 

（47.4％） 

1,166人 

（42.0％） 

資料：県「消防年報（令和４年版）」から庄内保健所が作成、（％）は構成割合 
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【庄内地域における「急病」による救急搬送に占める高齢者（65歳以上）の割合】 

 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 

救急搬送人員数 7,221人 7,360人 7,678人 7,612人 6,896人 7,204人 

 
うち高齢者数 5,286人 5,472人 5,754人 5,800人 5,306人 5,579人 

高齢者割合 73.2％ 74.3％ 74.9％ 76.2％ 76.9％ 77.4％ 

資料：県「消防年報（平成29年版～令和４年版）」から庄内保健所が作成 

 

  ② 在宅医療 

    ○ 令和元年度の人口10万人当たりの在宅患者訪問診療患者延数について、一般

診療所（12,766.0人）は県内で最も多く、病院（1,207.5人）は置賜地域に次い

で多い状況です。 

○ 令和元年度の人口10万人当たりの往診患者延数について、一般診療所

（3,098.8人）は県内で最も多く、病院（99.0人）は村山地域、置賜地域よりも

多い状況です。 

〇 訪問・往診患者数は年々増加しており、今後予測されている医療・介護の複

合的ニーズを持った高齢者の増加に対して、十分な医療人材を確保し、在宅医

の負担軽減を図る必要があります。 

【人口 10 万人当たり訪問診療・往診診療患者延数（診療所、病院）】（令和元年度） 

項 目 

人口10万人当たり 

在宅患者訪問診療患者延数 

人口10万人当たり 

往診患者延数 

一般診療所 病院 一般診療所 病院 

全 国 ※ 2,091.1人 ※ ※ 

山形県 10,391.2人 817.7人 2,296.6人 ※ 

庄内地域 12,766.0人 1,207.5人 3,098.8人 99.0人 

村山地域 11,695.9人 341.6人 2,400.1人 64.4人 

最上地域 3,635.2人 830.7人 447.3人 ※ 

置賜地域 6,218.8人 1,557.2人 1,624.4人 70.7人 

資料： ＮＤＢ（レセプト情報・特定健診等情報データベース）・住民基本台帳R3.1.1現在 

        ※印は厚生労働省の提供データがないため算定できない 

 

〇 令和元年度の人口 10万人当たりの在宅訪問診療実施施設数について、一般診療

所（27.9 箇所）は県内で最も多く、病院（2.6 箇所）は村山地域に次いで少ない

状況です。 

〇 令和元年度の人口 10万人当たりの往診実施施設数について、一般診療所（35.4

箇所）は県内で最も多く、また病院（3.0箇所）は村山地域より多い状況です。 

〇 医療・介護の複合的ニーズを持つ高齢者に対しては、病院間の連携を含めた退

院支援、在宅医療を積極的に担う医療機関（地域包括ケア病棟等）から施設ある
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いは自宅への移行も念頭においた退院支援体制を検討する必要があります。 

〇 在宅医が不足している現状において、過疎地における診療を効率的に進めるた

め、オンライン診療や主治医不在時のバックアップ体制の整備、患者情報の共有

を図る必要があります。 

【人口 10万人当たり訪問診療・往診診療施設数（診療所、病院）】（令和元年度） 

項 目 

人口 10万人当たり 

在宅訪問診療実施施設数 

人口 10万人当たり 

往診実施施設数 

一般診療所 病院 一般診療所 病院 

全 国 ※ ※ ※ ※ 

山形県 22.4箇所 2.7箇所 31.5箇所 ※ 

庄内地域 27.9箇所 2.6箇所 35.4箇所 3.0箇所 

村山地域 20.9箇所 1.9箇所 30.9箇所 2.8箇所 

最上地域 16.7箇所 4.2箇所 23.6箇所 ※ 

置賜地域 21.4箇所 4.5箇所 30.9箇所 4.5箇所 

資料： ＮＤＢ（レセプト情報・特定健診等情報データベース）・住民基本台帳R3.1.1現在 

        ※印は厚生労働省の提供データがないため算定できない 

  

  ③ 公衆衛生 

 〇 令和５年度の庄内地域における学校医（県立学校）１人当たりの学校数（0.3

箇所）は村山地域、置賜地域と同じ状況であり、学校医（県立学校）１人当たり

の生徒数（78.8人）は、県内で最も多い状況です。 

【県立学校の学校医の配置状況】（令和５年４月１日現在） 

項  目 学校医数 
学校医１人当たり 

学校数 

学校医１人当たり 

生徒数 

山形県 247人 0.3箇所 73.9人 

庄内地域 59人 0.3箇所 78.8人 

村山地域 112人 0.3箇所 78.5人 

最上地域 25人 0.4箇所 49.2人 

置賜地域 51人 0.3箇所 69.9人 

    資料：県スポーツ保健課調べ ※生徒数は令和４年度 

 

  〇 令和５年度の庄内地域における産業医１人当たりの事業所数（3.7 箇所）は県

内で最も少なく、産業医１人当たりの従業員数（438.9人）は、村山地域（459.9

人）に次いで多い状況です。 
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【認定産業医数及び産業医嘱託契約状況】（令和５年７月現在） 

項目 認定産業医数 
事業所と契約し

ている産業医数 

産業医1人当たりの

事業所（従業員50

人以上事業所）数 

産業医1人当たりの

従業員（従業員50

人以上事業所）数 

山形県 518人 357人 3.8箇所 439.2人 

庄内地域 102人 86人 3.7箇所  438.9人  

村山地域 297人 178人 3.8箇所  459.9人  

最上地域 24人 16人 4.8箇所  432.9人  

置賜地域 95人 77人 3.8箇所  393.2人  

    資料：山形県医師会調べ 

       「産業医1人当たり事業所（50人以上）数」及び「産業医1人当たり従業員数（50人以上事

業所）数」は、経済センサス－活動調査（令和３年６月１日現在）における事業所数及び

従業員数を、「事務所と契約している産業医数」で除したもの。 

 

〇 庄内地域に従業地を有する医師数は、令和２年調査において人口 10万人あた

り 201.6人となっており、県全体の 244.2人を大きく下回っている状況にあり

ます。 

    【医師数及び人口 10万対医師数（各年 12月 31日現在）】 

 平成28年 平成30年 令和2年 

医師数 人口10万対

医師数 

医師数 人口10万対

医師数 

医師数 人口10万対

医師数 

全国 319,480人 251.7人 327,210人 258.8人 339,623人 269.2人 

山形県 2,597人 233.3人 2,614人 239.8人 2,608人 244.2人 

庄内地域 536人 194.1人 543人 201.6人 531人 201.6人 

村山地域 1,574人 287.0人 1,577人 291.8人 1,572人 295.6人 

最上地域 105人 137.5人 104人 141.4人 105人 148.0人 

置賜地域 382人 180.1人 390人 189.0人 400人 198.2人 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 
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 （３）不足する外来医療機能を確保するための目標と方策について 

≪目標≫ 

   〇 関連する医療計画の項目から次のとおり目標を設定する 

目標内容 目標値 備考 

二次・三次救急医療機関を受診

する軽症患者の割合 

２０２６年（Ｒ８） 

７６．５％ 

現状（Ｒ４） 

７７．７％ 

訪問診療の実施件数（訪問診療

を受けている患者数） 

２０２６年（Ｒ８） 

３，７５７件／月 

現状（Ｒ２） 

２，９０３件／月 

医療施設従事医師数 
２０２６年（Ｒ８） 

５５３人 

現状（Ｒ２） 

５０３人 

  ※第８次山形県保健医療計画地域編より抜粋 

 

 ≪方策≫ 

〇 山形県医師確保計画により、医師確保に取り組みます。 

〇 地域における協議の場において、外来機能における役割分担や連携について議

論を行い、各医療機関が不足する外来医療機能の確保に努めることを促します。 

〇 在宅医療を担う関係機関相互の連携体制の充実強化及び訪問看護師等の人材確

保と育成強化を支援します。 


